
平成１９年度平常時立入調査の実施結果について 

 

平成２０年５月３０日 

茨城県生活環境部原子力安全対策課 

 

１ 調査目的 

  原子力施設における事故・故障発生の未然防止及び再発防止に資するとともに，調査

結果を公表することにより，住民の原子力施設に対する理解の促進を図る。 

  また，各事業所における良好事例の抽出にも主眼を置いた調査とすることによって，

他事業所における安全確保対策の参考に資する。 

 

２ 調査対象 

  原子力安全協定締結全１９事業所（【別表１】参照） 

 

３ 調査期間 

  平成１９年１２月１４日（金）～平成２０年２月２６日（火） 

 

４ 調査員 

  県，関係市町村（当該事業所と原子力安全協定を締結する市町村）の職員及び原子力

施設安全調査員が同行した。 

 

５ 調査項目 

 (1) 事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

   ・ 原因究明及び再発防止策を検討・評価する仕組み 

   ・ 再発防止策 

   ・ 事故・故障・トラブル情報の管理状況 

 (2) 教育訓練の実施状況及び教育効果の評価（試行的に実施） 

   ・ 教育効果の確認方法，効果を上げるための対応 

 (3) 放射性廃棄物の保管・管理状況（Ｈ１８～Ｈ２０で全数点検） 

   ・ 立入調査当日，廃棄物の保管施設を抜き取りで指定し，当該施設における廃棄物

の保管管理状況について，現場にて全数確認 

   ・ 減容の取り組み状況 

 (4) 施設の保安管理状況 

   ・ 立入調査当日，原子力施設を抜き取りで指定し，当該施設の運転状況（保安に関

する点検，工事作業を含む），各種規定類の遵守状況について，現場で確認 

 (5) 廃止措置等に係る原子力施設の安全対策実施状況 

   ・ 廃止措置実施中の管理体制及び管理区域解除の仕組み 

   ・ 廃止措置の実施状況 

   ・ 使用開始後の履歴及び管理者 

 



６ 調査方法 

 (1) 書類調査 

   ① 事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

     あらかじめ，平成１８，１９年度に発生した事故・故障等及び運転管理条件の逸

脱事案から，調査対象として９事業所の２７事案を指定し，事象，原因，再発防止

策，進捗状況，再発防止策の検討・評価及び情報管理について，事業所が作成した

説明資料（一部，画像を含む）に基づきヒアリングを行い，証拠資料の確認を含む

書類調査を実施した。 

   ② 教育訓練の実施状況及び教育効果の評価（試行的に実施） 

    ・ 事業者が作成した説明資料に基づきヒアリングを行い，証拠資料の確認を含む

書類調査を実施した。 

    ・ 教育時の状況及び教育効果を把握するために，教育訓練受講者※１との面談を

５事業所※２で実施し，教育時の状況，教育内容の評価，理解度，異常時の対応

及び実施中の改善事項等を聴取した。 

     ※１ 県の方から，対象となる教育（放射線業務従事者教育又は新人教育）を指定し，受講

者の中から事業者が面談者を各２～４名指名した。 

     ※２ 機構大洗，機構那珂，原電，三菱原燃，核管センター 

   ③ 廃止措置等に係る原子力施設の安全対策実施状況 

     廃止措置中の６事業所１０施設について，事業所が作成した説明資料（一部，画

像を含む）に基づきヒアリングを実施した。 

 

 (2) 現場確認調査 

   ① 放射性廃棄物の保管・管理状況（Ｈ１８～Ｈ２０で全数点検） 

     一時保管場所を除く固体廃棄物保管廃棄施設の中から，立入調査当日に抜き打ち

で指定した施設について現場確認を実施した。 

   ② 施設の保安管理状況 

     立入調査当日に対象施設を抜き打ちで指定し，運転マニュアル等の整備状況や遵

守状況，予防保全の実施状況について，現場確認を実施した。 

   ③ 廃止措置等に係る原子力施設の安全対策実施状況 

     廃止措置実施中の６事業所８施設（原子力科学研究所については，あらかじめ，

全４施設の内２施設（ＶＨＴＲＣ，セラミック特研）を抽出）について，廃止措置

に係るマニュアル等の整備状況，作業記録の管理状況について現場確認を実施した。 

 

７ 調査結果 

 (1) 事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策（【別表２】参照） 

   ・ 各事案について発生原因が究明され，適切な再発防止策が講じられていた。 

   ・ 再発防止策は，発生事案の区分により，所内の委員会等で検討・評価され，妥当

であると評価されていた。 

   ・ 再発防止策は，主に破損した機器・部品の交換，補修，改造や施設を運用する要

領等の改訂であり，併せて従事者への教育も行なわれていた。 

 



   ・ 事故・故障等の情報については，課内の施設管理報告書，所内のトラブル関係の

データベース，原子力施設情報ライブラリーに区分され，関係者等が閲覧できる仕

組みになっていた。 

 

 (2) 教育訓練の実施状況及び教育効果の評価（試行的に実施） 

   ① 実施状況等 

    ○ 実施状況 

     ・ 新人教育，放射線業務従事者教育及び法令に基づく定期教育等が実施され，

受講すべき職員が受講していた。 

     ・ 受講すべき職員が欠席した際には，別途教育を実施する等，未受講者が生じ

ないような対応が取られていた。 

    ○ 内容 

     ・ 教育の内容は，関係法令，保安規定，放射線障害予防規定，核燃料物質・放

射性同位元素の取り扱い，施設の構造・性能・操作，非常時の対応及び品質保

証等であった。 

     ・ 年次教育計画を策定する際に，法令要求事項や安全管理の内容等を再確認し，

教育の内容を充実させていた。 

   ② 理解度・教育効果の評価 

    ・ 確認テスト，アンケート，講師による口頭質問，反省会での検討等により，理

解度を評価していた。 

    ・ 教育効果の評価については，異常事象が発生しないことや，訓練時の所要時間

が短縮したこと等，明確な効果のある事業所がある一方，事故・故障等のあった

事業所において，具体的な効果を見出せないところがあった。 

    ・ 受講者との面談において，問題のある事例は無かった。教育内容の理解度につ

いては，受講者の感想にバラつきはあるものの，概ね理解できた旨の回答を得た。 

 

 (3) 放射性廃棄物の保管・管理状況（【別表３】参照）（Ｈ１８～Ｈ２０で全数点検） 

   ① 保管・管理状況 

    ・ 放射性廃棄物の保管・管理は，いずれの施設においても概ね適切に行なわれて

いることを確認した。なお，一部の事業所においては，保管量が保管能力に達し

つつあり，逼迫した状況であることを確認した。 

・ 事業所は要領等に基づき，巡視点検，定期的なドラム缶表面の線量測定を行なっ

ており，今回の調査では点検等の結果に異常は認められなかった。 

・ ドラム缶の移動作業時に保管エリア内側のドラム缶の表面を目視確認し，異常

の無いことを確認していた。 

   ② 減容処理の状況 

    ・ 廃棄物は，焼却，溶融，切断，圧縮等により減容され，更に，管理区域内への

物品持ち込み制限，プレフィルタ増設による高性能フィルタの延命化，クリアラ

ンス処理，不燃物を可燃物へ変更，ペーパータオルの使用中止等，廃棄物の発生

量の低減化と併せて，廃棄物の減量に努めていた。 



   ・ 一部の事業所においては，昭和５０年代に廃棄物を収納したドラム缶について

は，減容処理した上で新しいドラム缶への詰め替え作業を行っていた。 

   ・ 一部の事業所においては，廃棄物の発生を極力減らすため，廃棄物ロス取り活

動を行なっていた。（参考資料参照） 

 

 (4) 施設の保安管理状況（【別表４】参照） 

   ・ 調査を行なった原子力施設の保安管理は，いずれの施設においても，適切に行な

われていることを確認した。 

 

 (5) 廃止措置等に係る原子力施設の安全対策実施状況（【別表５】参照） 

   ・ 調査を行なった原子力施設の保安管理は，いずれの施設においても，汚染設備の

撤去及び除染等が適切に行なわれていることを確認した。 

   ・ 廃止措置に係る規定類や廃止措置計画が整備され，それに則って作業が行なわれ，

管理者が作業記録を確認していた。 

   ・ 廃止措置における施設管理者は，規定類等により明確にされていた。 

   ・ 規定類や計画等の制定・改訂にあたっては，所内で検討・評価された上で承認さ

れていた。 

 

８ まとめ 

  平成１９年度の立入調査の結果，安全上支障のある事項は認められなかった。 

  各事業所においては，本調査結果に示した他事業所における良好事例を参考とし，更

なる安全確保に向けた取り組みが望まれる。 

  県は，本年度以降も調査を継続し，良好事例の抽出・周知を行い，原子力安全協定締

結全１９事業所において，安全性が改善され，施設の安全や住民の安心を確保すること

を期待したい。 

 

 (1) 事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

    平成１９年度も事故・故障，運転管理条件の逸脱等が発生していることから，本年

度も引き続き，本調査を継続して実施する。 

 

 (2) 教育訓練の実施状況及び教育効果の評価（試行的に実施） 

    教育効果の評価については，これまであまり配慮されなかった傾向があるが，効果

的な教育により，安全に係るソフト面の改善が進むことが望まれる。 

    教育効果の確認については，効果的な調査方法を検討し，本年度以降の調査に反映

させる予定である。 

 

 (3) 放射性廃棄物の保管・管理状況（Ｈ１８～Ｈ２０で全数点検） 

廃棄物の管理については概ね適切であったが，保管量が増加しつつあることから，

今後発生する廃棄物の高減容化や既存の保管廃棄物の減容・詰め替え等を検討し，保

管廃棄物の低減に努める必要がある。 



    本調査については，今後とも継続して実施する。 

 

 (4) 施設の保安管理状況 

    保安管理は施設を安全に稼動させるのに必要不可欠であることから，本調査につい

ては，今後とも継続して実施する。 

 

 (5) 廃止措置等に係る原子力施設の安全対策実施状況 

    廃止措置に係る安全対策については，規定・計画等に則り適切に行なわれていた。 

    今後，原子力施設の廃止（解体撤去・用途変更）が増加し，廃止措置に長期を要す

る施設があると予想されることから，本調査については，今後とも継続して実施する。 



【別表１】 

平成１９年度平常時立入調査実績 
 

No. 事業所名 調査実施日時 調査者 

１ 
(独)放射線医学総合研究所 

放射線防護研究センター那珂湊支所 

12/14(金)  

10:00～10:40 
県，ひたちなか市 

２ 
日揮(株) 

技術研究所 

12/14(金) 

13:00～15:40 
県，大洗町 

３ 
日本照射サービス(株) 

東海センター 

12/19(水) 

9:55～11:45 
県，東海村 

４ 

住友金属鉱山(株) 

エネルギー・環境事業部 

技術センター 

12/19(水) 

13:00～14:30 
県，東海村 

５ 

東北大学金属材料研究所附属 

量子エネルギー材料科学 

国際研究センター 

12/20(木) 

9:00～11:00 
県，大洗町 

６ 日本核燃料開発(株) 
12/20(木) 

13:30～16:20 

県，大洗町，鉾田市，水戸市， 

ひたちなか市，茨城町 

７ 
(財)核物質管理センター 

東海保障措置センター 

12/21(金)  

9:30～11:55 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 

８ 

三菱マテリアル(株) 

エネルギー事業センター 

那珂エネルギー開発研究所 

12/26(水) 

10:00～11:55 
県，那珂市 

９ ニュークリア・デベロップメント(株) 
12/26(水) 

13:30～16:00 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 

１０ 

(独)日本原子力研究開発機構 

東海研究開発センター 

原子力科学研究所 

1/17(木) 

9:30～16:55 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 

１１ 
日本原子力発電(株) 

東海発電所･東海第二発電所 

1/28(月) 

9:30～16:50 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 

１２ 

(独)日本原子力研究開発機構 

東海研究開発センター 

核燃料サイクル工学研究所 

1/31(木) 

9:40～16:20 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 

１３ 
(独)日本原子力研究開発機構 

那珂核融合研究所 

2/ 5(火) 

13:15～16:10 
県，那珂市，東海村 

１４ 三菱原子燃料(株) 
2/ 6(水) 

13:25～16:30 

県，東海村，那珂市，日立市， 

常陸太田市，ひたちなか市，水戸市 

１５ 
(独)日本原子力研究開発機構 

大洗研究開発センター 

2/12(火) 

9:30～16:30 

県，大洗町，鉾田市，水戸市， 

ひたちなか市，茨城町 

１６ 
第一化学薬品（積水メディカル）(株) 

薬物動態研究所 

2/18(月) 

10:00～11:40 
県，東海村 

１７ 
東京大学大学院工学系研究科 

原子力専攻 

2/18(月) 

13:30～16:30 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 

１８ 
原子燃料工業(株) 

東海事業所 

2/21(木) 

13:10～16:20 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 

１９ 
(株)ジェー・シー・オー 

東海事業所 

2/26(火)  

13:30～17:00 

県，東海村，日立市，常陸太田市， 

那珂市，ひたちなか市 



【別表2】(1/6) 

事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

 事業所名 事故・故障等の 
名称 発生日 事 案 原 因 再発防止策 再発防止策の 

進捗状況 
再発防止策の 
検討・評価 情報管理 

原子力機構 
原子力科学研究所 

JRR-4の制御棒の 
動作不良 

 
【運転管理情報】 

H18.4.20 

・ 起動前点検中に微調整棒の制御棒
駆動用回路(ﾓｰﾀﾄﾞﾗｲﾊﾞ※)の動作不良
が発生した。 

・ 運転を取り止めて，予備品のﾓｰﾀﾄﾞ
ﾗｲﾊﾞと交換し，原子炉の運転を再開
した。 
※ ﾓｰﾀﾄﾞﾗｲﾊﾞ;制御棒を動かすﾓｰﾀをｺﾝﾄﾛｰﾙす
る電子部品 

・ 電解ｺﾝﾃﾞﾝｻの劣化によるCPU
制御電圧の低下。 

・ これまで4～5年だったﾓｰﾀﾄﾞﾗ
ｲﾊﾞの交換頻度を4年とした。 

・ 劣化した電解ｺﾝﾃﾞﾝｻを交換し，
新たな予備品を購入する。 

・ H18.4.20予備品のﾓｰ
ﾀﾄﾞﾗｲﾊﾞと交換済み。 

1 

原子力機構 
原子力科学研究所 

JRR-4の計画外 
停止 
 

【運転管理情報】 

H19.6.13 

・ 原子炉運転中に微調整棒の制御棒
駆動用回路(ﾓｰﾀﾄﾞﾗｲﾊﾞ)の動作不良
が発生した。 

・ 運転を手動停止し，予備品のﾓｰﾀﾄﾞ
ﾗｲﾊﾞと交換し，原子炉の運転を再開
した。 

・ ﾌﾚｯﾃｨﾝｸﾞ腐食※によるｺﾈｸﾀ
部の酸化膜形成 
・ ｺﾈｸﾀ部の電気抵抗増 
・ CPU制御電圧の低下。 
※ ﾌﾚｯﾃｨﾝｸﾞ腐食; 空気中で金属とそ
れに接触する金属または他の物質と
の接触面で微小滑りが繰り返し起こ
るとき，金属表面に生じる腐食。擦
過腐食ともいう。 

・ ﾌﾚｯﾃｨﾝｸﾞ腐食の対策済製品(ｺ
ﾈｸﾀ接点を錫ﾒｯｷから金ﾒｯｷへ変
更)を使用する。 
・ ﾓｰﾀﾄﾞﾗｲﾊﾞの交換頻度を4年か
ら3年とした。 

・ H19.6.13ﾌﾚｯﾃｨﾝｸﾞ腐
食の対策済であるﾓｰﾀ
ﾄﾞﾗｲﾊﾞと交換済み。 

・ 製造ﾒｰｶｰの調査，
検討，評価結果を採
用 

・ ｢JRR-4の不適合に
至らない軽微な事象
の管理報告書｣に記
録し，施設管理課が
管理 

2 
原子力機構 

原子力科学研究所 

減容処理棟 
 焼却・溶融設備制御
盤内ﾌﾞﾚｰｶｰの焼損 

 
【事故・故障等】 

H18.12.5 

・ 保守管理の一環として，ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾄｰﾁ
ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備※の冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟを起動
させたところ，制御盤内で異音が発
生。 
・ 冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟBのﾌﾞﾚｰｶｰが黒く焼け
焦げた。 
※ ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾄｰﾁﾕｰﾃｨﾘﾃｨ設備;ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾄｰﾁを作動さ
せるために必要な電気，圧縮空気及び冷却水
を供給する設備 

・ 点接触ﾀｲﾌﾟのﾌﾞﾚｰｶｰ端子部
に締付不備による接触不良が
生じ，発生したｱｰｸ等により
ｹｰﾌﾞﾙ間に短絡が起き，焼損
に至った。 

・ 焼損ﾌﾞﾚｰｶｰ，上流側ｹｰﾌﾞﾙを更
新する。 

・ ﾌﾞﾚｰｶｰ接続方式を点接触方式※

1から圧着端子方式※2に変更す
る。 
※1 点接触式;電線の端部をﾈｼﾞで直接
締め付ける方式。圧着端子方式と較
べて接触面積が少ない。 

※2 圧着端子方式;電線の端部に接続し
た平型の専用端子をﾈｼﾞで締め付け
る方式。 

・ H19.3.30に更新済み。 

・ 所内｢ﾌﾞﾚｰｶｰ焼損原
因調査ｱﾄﾞﾎｯｸ※委員
会｣で検討し，妥当と
評価された。 

 ※ ｱﾄﾞﾎｯｸ;「特定の目的
のための」といった意味
のﾗﾃﾝ語の語句。ここで
は，「ﾌﾞﾚｰｶｰの焼損原因
を調査するための委員
会」という観点で名称に
使用 

・ ｢廃棄物処理場異常
記録表｣，｢不適合管
理報告書｣，｢是正処
置実施計画･報告書｣
に記録 

3 
原子力機構 

原子力科学研究所 

J-PARC 物質生命科学
実験棟の火災 

 
【事故・故障等】 

H19.2.22 

・ 気体廃棄物処理設備室においてTIG
溶接※後の残火が床養生の養生ｼｰﾄに
着火し，発煙した。 
※ TIG溶接;TIG(TunGsten Inert GAs)溶接は，
非消耗のﾀﾝｸﾞｽﾃﾝを電極として用いた溶接法
で，溶接部をｼｰﾙﾄﾞｶﾞｽ(ｱﾙｺﾞﾝやﾍﾘｳﾑなどの不
活性ｶﾞｽ)で保護しながら溶接する。 

・ 溶接の経験・知識が未熟な
者が溶接作業を行ったため，
溶接火花が予想以上に周囲
に飛散した。 

・ 溶解物を周囲に飛散させな
いための耐熱ｼｰﾄを設置して
おらず，溶接養生が不適切で
あった。 

・ 残り火の安全確認を行うこ
とを怠った。 

・ 溶接に対する安全教育と安全
対策(溶接養生の徹底，溶接作業
終了後の残り火確認作業の徹
底)を溶接作業員に周知徹底す
る。 
・ 溶接作業に当たっては，火気
使用現場確認ができるﾁｪｯｸｼｰﾄ
を用いて安全確認を確実に行う
ことを周知徹底させ，その結果
を報告させる。 
・ 緊急連絡先の手順，掲示場所
を周知する。 

・ 実施済み。 

・ ｢J-PARC安全連絡調
整会議｣で事象，対策
等を報告し，妥当と
評価された。 

・ J-PARCｾﾝﾀｰ内，災
害防止協議会に災害
速報を配信。 

4 
原子力機構 
核燃料ｻｲｸﾙ 
工学研究所 

湿式回収室ｽﾗﾘ焙焼設
備における汚染検出 

 
【運転管理情報】 

H18.5.11 

・ ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料第二開発室湿式回収室
のｽﾗﾘ※1焙焼設備用ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ※2(№
Ｗ－4)の焙焼炉接続部についた結露
水の拭き取りを行った際，作業員の
RI用ｺﾞﾑ手袋(左手甲部)からα;約
17Bqを検出した。 

 ※1 ｽﾗﾘ;分析工程等で発生した放射性廃液に
含まれる放射性物質等を薬品により沈殿さ
せたもの 

 ※2 ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ;放射性物質を取り扱うため
容器の内部を外の気圧より低く維持してい
る密閉容器 

・ 汚染は，ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内床
面の耐酸性塗料の剥離部に
焙焼処理対象物(ｽﾗﾘ)が付着
し，ｽﾗﾘ中に含まれる塩化物
が浸透し，腐食が発生したこ
とによるものと推定される。 

・ ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内床面は，腐食部
をｴﾎﾟｷｼ樹脂で固定するととも
に，耐酸性塗料で床面全体を再
塗装する。また，ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ
外表面は，ｼﾘｺﾝｺｰﾃｨﾝｸﾞを施し，
ｽﾃﾝﾚｽﾃｰﾌﾟで固定する。 

・ 作業ﾏﾆｭｱﾙに耐酸性塗装の必要
性を追記し，作業者へ周知する。 

・ H18.8にｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ
内床面の腐食部は，エ
ポキシ樹脂で固定する
とともに，耐酸性塗料
で床面全体を再塗装し
た。また，ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸ
ｽ外表面は，ｼﾘｺﾝｺｰﾃｨﾝ
ｸﾞを施し，ｽﾃﾝﾚｽﾃｰﾌﾟ
で固定した。 

・ H18.12.11に改訂ﾏﾆｭ
ｱﾙを周知した。 

・ 部内及びﾌﾟﾙｾﾝﾀｰ内
で検討し，再発防止
策についてﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃
料技術開発ｾﾝﾀｰ長が
妥当と確認した。 

・ 事象が発生した各
部・ｾﾝﾀｰの朝会等で
情報を共有化すると
ともに，情報を取り
まとめている。 

・ 事象に関する｢事象
報告ｼｰﾄ｣を発生部署
以外の各部・ｾﾝﾀｰに
配布するなどにより，
研究所内での情報を
共有化するとともに，
保安管理部において
情報を取りまとめて
いる。 



【別表2】(2/6) 

事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

 事業所名 事故・故障等の 
名称 発生日 事 案 原 因 再発防止策 再発防止策の 

進捗状況 
再発防止策の 
検討・評価 情報管理 

5 
原子力機構 
核燃料ｻｲｸﾙ 
工学研究所 

再処理ｾﾝﾀｰにおける作
業員の衣服の汚染 
【運転管理情報】 

H18.10.18 

・ 再処理施設分離精製工場ｸﾞﾘｰﾝ区域
(G146,G346等)で作業を終えた作業員
の衣服の左でん部にｽﾎﾟｯﾄで約3.7×
103Bq(核種;Sr-90)の汚染を確認し
た。 
・ 当該作業員の立入区域の汚染確認
を行ったが，汚染は認められなかっ
た。 

・ 汚染は，過去に使用してい
たｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀのﾁｪｯｸ用線源※の
取扱いにおいて残留していた
汚染が作業員の衣服に付着
したものと推定される。 

 ※ ﾁｪｯｸ用線源;ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀの作動確
認を行うために用いる密封された
線源 

・ ｸﾞﾘｰﾝ区域(G146,G346等)で作業
した作業員は，当該ｴﾘｱからの退
出時に衣服ｻｰﾍﾞｲを実施する。 

・ 定期清掃時の清掃範囲の拡大及
び汚染ﾁｪｯｸを実施する。 

・ H18.10.19から当該
ｴﾘｱで作業した作業員
は，退出時にｻｰﾍﾞｲを
実施している。 
・ H18.10.19から定期
清掃時の清掃範囲の拡
大及び汚染ﾁｪｯｸを実施
している。 

・ ｢不適合管理及び是
正措置･予防処理規
則｣に基づき是正措
置要求書(兼報告書)
を作成，原因を特定
し，再処理技術開発
ｾﾝﾀｰ長が妥当と評価
した。 

・ 事象が発生した各
部・ｾﾝﾀｰの朝会等で
情報を共有化すると
ともに，情報を取り
まとめている。 

・ 事象に関する｢事象
報告ｼｰﾄ｣を発生部署
以外の各部・ｾﾝﾀｰに
配布するなどにより，
研究所内での情報を
共有化するとともに，
保安管理部において
情報を取りまとめて
いる。 

6 
原子力機構 
核燃料ｻｲｸﾙ 
工学研究所 

廃棄物処理場における
軽微な靴底汚染及び作

業服の汚染 
【運転管理情報】 

H19.1.16 

・ 再処理施設廃棄物処理場低放射性
固体廃棄物ｶｰﾄﾝ保管室(A142)の廃溶
媒移送用ﾊﾞﾙﾌﾞの補修準備としてｸﾞﾘｰ
ﾝﾊｳｽ※1製作を行った作業員の左足靴
底にα;約10Bq，衣服の左ふくらはぎ
部にα;約1.7Bqのｽﾎﾟｯﾄ汚染を確認し
た。(核種;Pu系) 

・ 廃溶媒移送用ﾎﾟﾝﾌﾟの養生ﾋﾞﾆﾙ表面
にα;約1.7×10-2Bq/cm2，ｾﾙ※2換気系
ﾀﾞｸﾄﾉｽﾞﾙ部にα;約42Bqの汚染を確認
した。 

 ※1 ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ;設備・機器の解体撤去，除染作
業等を行う際，汚染の拡大防止のため作業
ｴﾘｱに仮設するﾋﾞﾆﾙ製の部屋 

 ※2 ｾﾙ;放射性物質を扱う機械や設備を収納
している厚いｺﾝｸﾘｰﾄの壁に囲まれた部屋 

・ 汚染は，ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ製作作業
区域にて過去に発生し，残留
していた汚染(H6年，廃溶媒
移送用ﾊﾞﾙﾌﾞからの液漏れ)と
推定される。 

・ 作業員が当該作業区域で過
去に汚染が発生したことを知
らなかった。 

・ 当該作業区域の事前ｻｰﾍﾞｲ
が十分でなかった。 

・ 事前にｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ製作作業区域
の汚染ﾁｪｯｸ，ﾋﾞﾆﾙ養生による汚
染拡大防止を図る。 
・ 過去の汚染事象についての情
報を共有する。 
・ 作業計画時に適切な作業区域
の区画設定，ｻｰﾍﾞｲ方法を作業計
画書に記載する。 

・ H19.1.17にｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ
製作作業区域の汚染
ﾁｪｯｸ，汚染箇所のﾋﾞﾆﾙ
養生を実施した。 
・ H19.2.2に過去の汚
染事象，汚染管理上特
別の注意を払う場所を
周知した。 

・ H19.1.29に適切な作
業区域の区画設定等に
ついて作業計画書に明
記した。 

・ ｢不適合管理及び是
正措置･予防処理規
則｣に基づき是正措
置要求書(兼報告書)
を作成，原因を特定
し，再処理技術開発
ｾﾝﾀｰ長が妥当と評価
した。 

・ 事象が発生した各
部・ｾﾝﾀｰの朝会等で
情報を共有化すると
ともに，情報を取り
まとめている。 

・ 事象に関する｢事象
報告ｼｰﾄ｣を発生部署
以外の各部・ｾﾝﾀｰに
配布するなどにより，
研究所内での情報を
共有化するとともに，
保安管理部において
情報を取りまとめて
いる。 

7 
原子力機構 
核燃料ｻｲｸﾙ 
工学研究所 

分析所中放射性分析室
(G108)ｾﾙﾗｲﾝ下部から
の放射性廃液の漏洩 
【運転管理情報】 

19.2.13 

・ 再処理施設分析所中放射性分析室
(G108)のｾﾙ№4下部の床面に約300ml
の液溜まりを確認した。 

・ 液はｾﾙ№4下部から流出した分析廃
液で，放射能はα;約6×104Bqであっ
た。 

・ 分析廃液は，ｾﾙ№4の廃液
配管が閉塞し，ｾﾙ下部の遮蔽
体から流出・漏洩した。 

・ 配管の閉塞は廃水口の水封
部で分析廃液に含まれる分析
試薬から生じた固形物が堆積
したことにより発生した。 

・ 分析作業の都度，廃水口の水
封部を純水で置換するとともに，
排水の状況確認を行う。(作業要
領書に記載) 

・ H19.4.11に改訂した
作業要領書の教育を実
施し，H19.4.12に発効
した。 

・ ｢不適合管理及び是
正措置･予防処理規
則｣に基づき是正措
置要求書(兼報告書)
を作成，原因を特定
し，再処理技術開発
ｾﾝﾀｰ長が妥当と評価
した。 

・ 事象が発生した各
部・ｾﾝﾀｰの朝会等で
情報を共有化すると
ともに，情報を取り
まとめている。 

・ 事象に関する｢事象
報告ｼｰﾄ｣を発生部署
以外の各部・ｾﾝﾀｰに
配布するなどにより，
研究所内での情報を
共有化するとともに，
保安管理部において
情報を取りまとめて
いる。 

8 
原子力機構 
核燃料ｻｲｸﾙ 
工学研究所 

空気中放射性物質濃度
測定における有意値の

検出 
【運転管理情報】 

19.1.23 

・ ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ廃棄物処理開発施設放射線
管理室の空気を吸引し，集塵したろ
紙(採取期間;H19.1.12～1.19)を測
定したところ，α;6.9×10-10Bq/cm3

の有意値を確認した。 

・ H19.1.17に同施設第2難燃
物焼却室で発生したRI用ｺﾞﾑ
手袋の汚染事案対応に伴う
汚染試料の持ち込みや作業員
の出入りによって，放射線管
理室に微量の汚染の持ち込み
があったものと推定される。 

・ 放射線管理室への汚染試料の
持込を禁止する。 
・ 異常時対応手順を徹底する。 

・ 汚染試料の持込みを
除染室に限定するよう
注意喚起を表示した。 
・ H19.2に汚染試料の
取扱い，除染室への持
込等の模擬訓練を実施
した。 

・ 放射線管理第1課長
が｢不適合管理及び
是正措置･予防処置
要領書｣の手順を参
考に是正措置を実施
した。 
・ 是正措置内容は，
部管理職会議にて検
討し，放射線管理部
長が妥当と評価した。 

・ 事象が発生した各
部・ｾﾝﾀｰの朝会等で
情報を共有化すると
ともに，情報を取り
まとめている。 

・ 事象に関する｢事象
報告ｼｰﾄ｣を発生部署
以外の各部・ｾﾝﾀｰに
配布するなどにより，
研究所内での情報を
共有化するとともに，
保安管理部において
情報を取りまとめて
いる。 



【別表2】(3/6) 

事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

 事業所名 事故・故障等の 
名称 発生日 事 案 原 因 再発防止策 再発防止策の 

進捗状況 
再発防止策の 
検討・評価 情報管理 

9 
原子力機構 
大洗研究開発 

ｾﾝﾀｰ 

HTTR機械棟に 
おける火災 

 
【事故・故障等】 

H18.7.16 

・ 緊急遮断弁閉作動の警報の解除作
業として作業員がﾎﾞｲﾗｰ制御盤の主電
源等を入れたところ，制御盤内のﾄﾗﾝ
ｽ※(変圧器)から出火した。 

・ 主遮断器を遮断し，消火作業を行っ
た。 

 ※ ﾄﾗﾝｽ(変圧器);1次側の電圧をﾄﾗﾝｽを介し
て上昇または降下(変圧)する電気機器 

・ ﾄﾗﾝｽｺｲﾙ(A)の一次巻線にお
いて，短絡(ｼｮｰﾄ)※が生じ，
短絡部が加熱，出火した。 

・ 短絡は，巻線若しくは絶縁
紙の絶縁の劣化によるものと
推定。 
※ 短絡(ｼｮｰﾄ);電線同士が接触す
ること 

・ ﾄﾗﾝｽの交換を実施する。 
・ 機械棟内機器の絶縁抵抗を確
認する。 
・ 換気空調設備の設置されてい
ない場所に設置され，長期間休
止した制御盤は，機器起動時に
ﾄﾗﾝｽ(変圧器)の絶縁抵抗を確認
する。 

・ 湿分低減のため，ﾎﾞｲﾗｰ制御盤
にｽﾍﾟｰｽﾋｰﾀ※を設置する。 

 ※ ｽﾍﾟｰｽﾋｰﾀ;吸湿による絶縁劣化を防
止するため機器内部空間の除湿を目的
としたﾋｰﾀ 

・ H18.11.14ﾄﾗﾝｽ(変圧
器)交換済み。 

・ H18.8.11機械棟内部
の絶縁抵抗確認を実施
済み。 
・ H18.8.29ﾎﾞｲﾗｰ制御
盤操作手順に乾燥状
態・絶縁抵抗確認を追
加済み。 
・ H18.11.14制御盤内
に温度調節計による自
動作動ｽﾍﾟｰｽﾋｰﾀを設置
済み。 

・ HTTR品質保証委員
会で再発防止策，実
施状況を審議し，妥
当であると判断した。 
(H18.7.21他計3回実
施) 
・ H18.12.5大洗研究
開発ｾﾝﾀｰ品質保証委
員会で水平展開事項
を審議し，是正処置
が確実に行なわれた
ことを確認した。 

・ 不適合並びに是正
措置，予防措置要領
のﾗﾝｸBとして管理し
ている。 
・ 全機構内に対し，
水平展開を実施し，
その結果を周知した。 

10 
原子力機構 
大洗研究開発 

ｾﾝﾀｰ 

｢常陽｣温度制御型材料
照射装置2号機

(MARICO-2)吊り下ろし
作業時の不具合 

 
【運転管理情報】 

H18.8.5 
・ MARICO-2を回転ﾌﾟﾗｸﾞ上部から炉内
に装荷作業実施中，装置内部品の接
触により炉内装荷ができなかった。 

・ 駆動部の下部ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ※1と保
持部のｼｰﾙﾘﾝｸﾞ※2に設置され
ているｶﾞｲﾄﾞｷｰ※3が周方向に
ずれ，ｼｰﾙﾘﾝｸﾞのｶﾞｲﾄﾞｷｰが駆
動部延長管にある遮蔽体の溝
に接触し，吊り下ろしができ
なくなった。 
※1 ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ;MARICO-2の外側の収
納管 

※2 ｼｰﾙリング;原子炉容器内の気密
を保つためのﾊﾟｯｷﾝを固定する円
筒状の部品 

※3 ｶﾞｲﾄﾞキー;MARICO-2を上下駆
動するためのﾚｰﾙ 

・ 駆動部延長管※1の遮蔽体にあ
る溝の面取加工※2を実施。 
・ ｼｰﾙﾘﾝｸﾞを回転し，ｶﾞｲﾄﾞｷｰと
下部ﾊｳｼﾞﾝｸﾞのｶﾞｲﾄﾞｷｰの位置を
合わせた。 

・ ｼｰﾙﾘﾝｸﾞのｶﾞｲﾄﾞｷｰにﾈｼﾞを取付
け，回転を防止。 
※1 駆動部延長管;駆動部と保持部を接
続する円筒管 

※2 面取加工;角を斜めに切り落とす加
工。溝とｶﾞｲﾄﾞｷｰの接触を避けるため
に行ったもの 

・ H18.8.11遮蔽体溝の
面取り加工を実施済
み。 
・ H18.8.13両ｶﾞｲﾄﾞｷｰ
の位置合わせ，ﾈｼﾞの
取り付けを実施済み。 

・ H18.8.24に運営会
議において，発生原
因，再発防止策を報
告し，承認を得た。 

・ H18.8.24の運営会
議において発生原因，
復旧，再発防止策を
報告し，所内の情報
共有を図った。 

11 
原子力機構 
大洗研究開発 

ｾﾝﾀｰ 

｢常陽｣第5ｻｲｸﾙ運転 
終了後における

MARICO-2吊り上げ時の
空間線量率上昇※ 

 
【運転管理情報】 

 
※ H19.11.2に法令報告と
なった事案とは無関係 

H19.2.2 

・ MARICO-2の試料部を吊り上げる作
業実施中，空間線量率の上昇(炉室の
空間線量率が，ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値(0.2μ
Sv/h)から0.8μSv/hまで上昇)を確認
した。 

・ ｶﾞｽの導通不調時に1次冷却
系ﾅﾄﾘｳﾑが照射試料の温度制
御用のｶﾞｽ配管に浸入し，原
子炉停止操作前のﾍﾘｳﾑ置換
のために加圧した際，配管内
に残存したﾅﾄﾘｳﾑが配管上部
に移動し，滞留した。 

・ ｶﾞｽ配管のｽｳｪｼﾞﾛｯｸ※1を切り離
し閉止ﾌﾟﾗｸﾞ※2で止栓 
・ ﾅﾄﾘｳﾑ浸入兆候検知時にｶﾞｽ配
管を停止するようMARICO-2の運
転要領書を改訂 
・ MARICO-2吊り上げ時の線量率
の連続監視，汚染検査を行うよ
う作業要領書を改訂 

※1 ｽｳｪｯｼﾞﾛｯｸ;2本の配管を接続する部品 
※2 閉止ﾌﾟﾗｸﾞ;配管を塞ぐ栓 

・ H19.3.3にｽｳｪｼﾞﾛｯｸ
で止栓済み。 
・ H19.3.1に運転要領
書，作業要領書を改訂
済み。 

・ H19.3.29に高速実験
炉部共通要領を改訂済
み。 

・ H18.9.22に高速実
験炉部安全技術検討
会，H19.2.27に原子
炉施設等安全審査委
員会の審議を受け，
妥当であると評価を
得る。 

・ H19.4.5に4-Bｷｬﾌﾟｾ
ﾙ配管※の圧力に異常
が生じた際，運転要
領書のとおり実施し，
異常はなかった。 

※ ｷｬﾌﾟｾﾙ配管;試験試料を
入れた容器(ｷｬﾌﾟｾﾙ)の温度
制御用ｶﾞｽを給排気するた
めの配管 

・ 不適合管理要領に
基づき安全管理部
長，副所長，所長に
報告している。 

12 
原子力機構 
大洗研究開発 

ｾﾝﾀｰ 

｢常陽｣管理区域内にお
ける放射性物質を含む

水の漏洩 
 

【事故・故障等】 

H19.4.26 

・ 水冷却機器室※1及び燃料洗浄機器
室※2下階の天井から水が滴下してい
ることを発見した。 

・ 水が滞留した床のｽﾐﾔ検査※3を行い，
放射性物質(60Co, 58Co, 54Mn, 51Cr等)
を検出した。 
※1 水冷却機器室;「常陽」の使用済炉心構成
要素(燃料，制御棒，反射体等)を貯蔵する
水冷却池の水質管理を行う設備等を格納
した部屋 

※2 燃料洗浄機器室;炉心構成要素を炉心か
ら取出した後，付着した冷却材ﾅﾄﾘｳﾑを洗
浄する燃料洗浄機器の一部を設置した部屋 

※3 ｽﾐﾔ検査;ろ紙により物品表面をふき取り，
そのろ紙を放射線測定器で測定することに
より，物品表面の放射性物質の汚染ﾚﾍﾞﾙ
を間接的に測定する方法 

・ 燃料洗浄槽循環ﾎﾟﾝﾌﾟA号機
のﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ※押さえﾈｼﾞ3本の
内1本が緩み，内含水(原子炉
から取りだした反射体を洗浄
した廃液)が漏洩した。 
・ 漏洩量が想定以上であり，
漏洩水がﾒﾝﾃﾅﾝｽ廃液の排水
等のため設置された床ﾄﾞﾚﾝ
ﾋﾟｯﾄから床面に溢れ出，塗装
剥離部及びｺﾝｸﾘｰﾄのひび割れ
部分から下階の天井面まで浸
透・漏洩した。 

 ※ ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ;ﾓｰﾀを使って水中の羽
根車を回転させる型式のﾎﾟﾝﾌﾟに用
いられ，二つの環からなる。回転
軸に設置された環が，ﾎﾟﾝﾌﾟ本体に
固定された環に密着しながら回転
することで，回転部から水が漏れ
ない仕組みになっている 

・ ﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ押さえﾈｼﾞの締付作業
を2人で行い，記録を残すよう点
検・作業要領書を改訂した。 
・ 燃料洗浄槽循環Aﾎﾟﾝﾌﾟの部屋
に遠隔監視ｶﾒﾗ，漏洩検知器を設
置し，遠隔監視を可能にした。 
・ 床のｴﾎﾟｷｼ塗装※劣化部を補修
する。年1回床塗装の健全性を確
認する。 
※ ｴﾎﾟｷｼ塗装;塗装後の硬化収縮率が小
さく，耐熱，耐水，耐薬品，耐候性に
優れる樹脂で，自動車，船舶，建築土
木，家具の塗装などに幅広く使われて
いる。 

・ H19.7.23に点検・作
業要領書を策定済み。 

・ H19.8.31までに遠隔
監視ｶﾒﾗ，漏洩検知器
を設置済み。 

・ H19.8.31までにｴﾎﾟｷ
ｼ補修塗装を実施済み。 

・ 高速実験炉部安全
技術検討会，原子炉
施設等安全審査委員
会，中央安全審査・
品質保証委員会で審
議し，妥当であると
判断。 

・ 不適合管理並びに
是正措置及び予防措
置要領のﾗﾝｸAとして
管理している。 
・ 全機構内に対し，
品質保証に係る水平
展開として周知｡ 



【別表2】(4/6) 

事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

 事業所名 事故・故障等の 
名称 発生日 事 案 原 因 再発防止策 再発防止策の 

進捗状況 
再発防止策の 
検討・評価 情報管理 

13 
原子力機構 

那珂核融合研究所 

JT-60真空低下に伴う
運転計画の変更 

 
【運転管理情報】 

H18.6.16 

・ 実験放電中，ﾌﾟﾗｽﾞﾏ停止直後に真
空漏れが発生し，翌週から予定して
いた運転を休止した（運転計画の変
更）。 
・ 復旧作業を行い，H18.8.21から運
転を再開した。 

・ 脱落したﾀｲﾙ1枚がP-1計測
窓に落下し，計測用窓ガラス
が破損。 
・ 脱落したﾀｲﾙと台座の接触
が不十分であり，ﾎﾞﾙﾄ・ﾅｯﾄ
に熱が集中。 

・ ﾀｲﾙの緩みを点検し，必要に応
じ締め直す。 

・ 他のﾀｲﾙのﾎﾞﾙﾄ部に溶融のない
ことを目視で確認する。 

・ ﾀｲﾙ・台座間に熱伝導に優れた
ｶｰﾎﾞﾝｼｰﾄを挿入する。 
・ 中性粒子加熱装置の入射停止
制御ｲﾝﾀｰﾛｯｸを設定する。 

・ H19.5～9真空容器内
の定期点検を実施。 
・ H19.10制御ｲﾝﾀｰﾛｯｸ
設定済み。 

・ 所内技術審査会で
審議され，妥当であ
ると評価した。 
・ 所内運転部会で審
議され，妥当である
と評価した。 

・ 技術審査会資料を
関係課室へ配布し
た。 

14 
日本原子力発電 
東海・東海第二 
発電所 

東海第二発電所廃棄物
処理建屋ｴﾘｱﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀの

異常警報 
 

【運転管理情報】 

H18.7.12 

・ 廃棄物処理増強建屋2階のｴﾘｱﾀﾞｽﾄﾓ
ﾆﾀch.4の指示値が測定範囲上限まで
上昇し，現場制御盤のSP※1-7放射能
高，SP-8放射能高の表示灯が点灯し
た。 
・ 当該ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀの計測ｴﾘｱで運転して
いる雑固体廃棄物焼却設備※2，雑固
体減容処理設備※3を停止した。 

 ※1 SP;ｻﾝﾌﾟﾙﾎﾟｲﾝﾄの略で，測定箇所 
 ※2 雑固体廃棄物焼却設備;可燃性の雑固体

廃棄物を焼却し減容する設備 
 ※3 雑固体減容処理設備;不燃性の雑固体廃

棄物を高周波にて溶融し減容する設備 

・ 実際に当該ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀが上昇
するような放射性物質等の漏
えいのないこと及び今回の事
象に繋がる計測器の不具合は
確認されなかったことから，
一時的に検出器内で異常(半
導体ｾﾝｻｰ故障，検出器内回路
故障)が発生したものと推定。 

・ 当該ﾀﾞｽﾄﾓﾆﾀの検出器を新検出
器納入後に取替え，元の検出器
は工場で詳細点検する。 
・ 暫定措置としてﾀﾞｽﾄ発生の可
能性が低いNR/W建屋4階を測定
しているch.2の検出器をch.4と
入れ替える。 
・ 4階ｴﾘｱには仮設の連続ﾀﾞｽﾄﾓﾆ
ﾀを設置し，巡視点検の際に監視
する。 

・ 工場による検出器の
詳細点検結果，不具合
は確認されなかった。 
・ H19.2.21に新検出器
と取替え，従前の状態
に復帰済み。 

・ 不適合管理ﾙｰﾙに従
い，是正措置が妥当
であることを品証GM
がﾚﾋﾞｭｰし，所長が承
認。 

・ 管理票は施設解体
若しくは廃棄後5年
間保存する。 
・ 不適合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに
登録し，閲覧可能な
状態とする。 

15 
日本原子力発電 
東海・東海第二 
発電所 

東海第二発電所におけ
るｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ流量計計
測管等の一部破断 

 
【運転管理情報】 

H18.11.22 

・ 通常運転中に他のｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ※と比
較して，通常の変動範囲であったが
ﾊﾟﾗﾒｰﾀに僅かな違いが生じたｼﾞｪｯﾄﾎﾟ
ﾝﾌﾟNo.9及び11計測管等の遠隔目視
点検を実施したところ，ｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ
計測管等に破断及びひび割れを確認
した。 
※ ｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ;回転部を持たない静止型のﾎﾟ
ﾝﾌﾟであり，再循環ﾎﾟﾝﾌﾟにより加圧された水
を利用し，原子炉内の冷却水を循環させる。
原子炉内には20台のｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟを設置してい
る 

・ 破面観察，再循環系配管の
特徴及び運転保守履歴を考
慮して評価した結果，疲労に
よる破損と推定。 

・ 運転中に計測管の異常を確
認できなかった原因は，炉心
差圧とｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ流量の相
関評価時のﾃﾞｰﾀ評価手法の
不足等によるためであった。 

・ 計測管の破断，びひ割れ部は
ｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ，止め輪で接続する。 

・ ｽﾀﾝﾄﾞｵﾌ溶接部の破断，ひび割
れ部はｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟにｸﾗﾝﾌﾟで固
定する。 

・ 再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ運転時，速度切替
時の確認ﾊﾟﾗﾒｰﾀを追加。 
・ ｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ差圧管理範囲を変
更(運用の変更)する。 

※ ｽﾀﾝﾄﾞｵﾌ;配管支持部 

・ 設備面の措置を実施
済み(計測管等に破断，
ひび割れが認められた
ｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟの復旧等)。 
・ 運用管理面の対策に
係る社内規程を改定済
み。 

・ 不適合管理ﾙｰﾙに従
い，是正措置が妥当
であることを品証GM
がﾚﾋﾞｭｰし，所長が承
認。 

・ 原子力施設情報公
開ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ｢ﾆｭｰｼｱ｣に
登録し，社内外で閲
覧可能。 

16 
日本原子力発電 
東海・東海第二 
発電所 

東海第二発電所におけ
るﾊﾌﾆｳﾑﾌﾗｯﾄﾁｭｰﾌﾞ型 
制御棒のひび 

 
【運転管理情報】 

H18.12.10 

・ 炉内点検作業中，ﾊﾌﾆｳﾑ※1ﾌﾗｯﾄﾁｭｰﾌﾞ
型制御棒※22本のｼｰｽ※3表面にひびを
確認した。 
・ 残りのﾊﾌﾆｳﾑﾌﾗｯﾄﾁｭｰﾌﾞ型制御棒11
本のｼｰｽ表面に同様のひびを確認し
た。 

※1 ﾊﾌﾆｳﾑ;熱中性子に対する吸収割合が大きい
特徴を持ち，原子炉の制御棒に使用されている
金属材料。 
※2 ﾊﾌﾆｳﾑﾌﾗｯﾄﾁｭｰﾌﾞ型制御棒;制御棒中の中性
子吸収材としてﾊﾌﾆｳﾑを内蔵したもの。 

※3 ｼｰｽ;中性子吸収材であるﾊﾌﾆｳﾑを保護するた
めの被覆材 

・ ｼｰｽ上部はSUS316L製で，照
射誘起型応力腐食割れ※1感
受性(高速中性子照射量
1×1021n/cm2程度)を有し，ひ
びが発生した。 

・ ひびは引張応力が残留する
箇所までは進展したが，ｼｰｽ
中央部～ﾀｲﾛｯﾄﾞ※2側は圧縮
応力であり，ひびは停止した。 

※1 照射誘起型応力腐食割れ 
(IASCC(IrrAdiAtion Assisted 
SCC));ｽﾃﾝﾚｽ鋼が高温水下で材質
的要因，応力要因，環境要因の3
要因が重複した場合に発生するこ
とがあるひび)のうち，環境要因に
化学環境のほか，中性子とｶﾞﾝﾏ線
の照射環境が加わることにより発
生する応力腐食割れ 

※2 ﾀｲﾛｯﾄﾞ;ｼｰｽとﾊﾝﾄﾞﾙ等を接続して
いる構造部材 

 

・ ひびを確認した13本のﾊﾌﾆｳﾑﾌ
ﾗｯﾄﾁｭｰﾌﾞ型制御棒は，ﾎﾞﾛﾝｶｰﾊﾞ
ｲﾄ型制御棒※に交換する。 

・ 溶接残留応力の低減等の設計，
製造方法等の改善を検討する 
※ ﾎﾞﾛﾝｶｰﾊﾞｲﾄ型制御棒;制御棒中の中
性子吸収材としてﾎｳ素を使用したもの 

・ 制御棒の交換実施済
み。 
・ 取り外した制御棒を
切断し，表面を調査し
たところ，照射誘起型
応力腐食割れの様相を
呈していた。また，溶
接残留応力以外の引張
応力はなかった。 

・ 不適合管理ﾙｰﾙに従
い，是正措置が妥当
であることを品証GM
がﾚﾋﾞｭｰし，所長が承
認。 

・ 原子力施設情報公
開ﾗｲﾌﾞﾗﾘｰ｢ﾆｭｰｼｱ｣に
登録し，社内外で閲
覧可能。 
・ 管理票は，施設解
体・廃棄後5年間保存
し，不適合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
として社員が閲覧可
能。 

17 
日本原子力発電 
東海・東海第二 
発電所 

東海第二発電所に 
おける異物発見 

 
【運転管理情報】 

H19.1.2 

・ 炉内点検作業中，炉内上部格子板※

上に円盤状異物(約20mmφ，中央にﾈ
ｼﾞ部有り)があることを確認した。 

※ 上部格子板;ｽﾃﾝﾚｽ鋼の板状のはりを互いに直
角に格子状に組合わせたもので，燃料集合体の
横方向の支持と案内の役目をさせるもの 

・ 協力会社作業員が，燃料移
動作業に伴う座標確認時に
双眼鏡を使用した際に，部品
が炉内に落下したものと推
定。 

・ 当該双眼鏡と同仕様・類似物
は炉上等の異物混入防止強化区
域では落下防止措置を講じてい
ない状態での使用禁止措置を講
じる。 
・ 協力会社を含む燃料移動関係
者，発電当直員全員に事例教育
を実施する。 

・ 実施済み。 

・ 不適合管理ﾙｰﾙに従
い，是正措置が妥当
であることを品証GM
がﾚﾋﾞｭｰし，所長が承
認。 

・ 管理票は，施設解
体・廃棄後5年間保存
し，不適合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
として社員が閲覧可
能。 



【別表2】(5/6) 

事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

 事業所名 事故・故障等の 
名称 発生日 事 案 原 因 再発防止策 再発防止策の 

進捗状況 
再発防止策の 
検討・評価 情報管理 

18 
日本原子力発電 
東海・東海第二 
発電所 

東海第二発電所に 
おける復水脱塩装置 
入口導電率計検出器の 

折損 
 

【運転管理情報】 

H19.3.14 

・ 調整運転中，復水脱塩装置※入口導
電率計の指示値が通常値より上昇し
たが，手分析の結果，異常がなく，
導電率計の故障と推定した。 

・ 導電率計検出器の先端電極のうち，
内極(SUS316L製，12.5mmφ)の折損，
先端部約60mm，Ｏﾘﾝｸﾞの欠落を確認
した。 

※ 復水脱塩装置;不純物(漏洩海水等の溶存塩
類と金属酸化物を主体とする懸濁質等)を除去
するための装置(溶存塩類の除去;ｲｵﾝ交換，懸
濁質除去;ろ過) 

・ 破面検査から，疲労損傷に
よる亀裂が進展したものと推
定。 

・ 破損した電率計検出器の取替
を行うまでの暫定措置として，
定期的に手分析による確認を行
う。 
・ 類似の22台の挿入型導電率計
検出器を外観点検，外極・内極
の触手点検，外極，溶接部の浸
透探傷検査を実施する。また，
再発防止対策が完了するまでは，
導電率計検出器は必要時のみ挿
入する。 
・ 点検中，絶縁材に割れのあっ
た検出器を確認したが，予備の
検出器と交換する。 

・ 再発防止策実施済み。 
・ 水平展開として，全
ての挿入型検出器につ
いて，下流への流出防
止策を講じたものに交
換した。 

・ 不適合管理ﾙｰﾙに従
い，是正措置が妥当
であることを品証GM
がﾚﾋﾞｭｰし，所長が承
認。 

・ 管理票は，施設解
体・廃棄後6年間保存
し，不適合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
として社員が閲覧可
能。 

19 
日本原子力発電 
東海・東海第二 
発電所 

 
個人線量測定の 
集積線量※の計算 
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾐｽ 

 
【運転管理情報】 

 
※ 集積線量;放射線作業従
事者の現在までに受けた線
量の内，医療被曝と自然放
射線による被曝を除いた総
和 

19.5.23 

・ 線量個人通知者に実効線量欄が空
白になっているものがあり，一部集
計ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの誤りであることが判明
し，2006年以降の出力帳票を確認し
た。 

・ 放射線作業従事者の被ばく
管理計算機は導入後に改造，
改修作業が行われ，検証試験
が十分に行われていなかっ
た。(ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸが壊れた時の
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ復旧不十分，ｿﾌﾄ改
造時のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾐｽ) 

・ 検証作業に過去の改修・不具
合事業を加味する。 
・ 実運用を模擬した試験を実施
する。 
・ 機器仕様書に計算定義書，帳
票設定表を追加し，書面にて詳
細確認を実施する。 

・ 放射線計測機器類ﾒﾝ
ﾃﾅﾝｽﾘｰｽ業務の工事概
要書を改訂し，書面に
よる事前実用試験対応
を明記した。 

・ 不適合管理ﾙｰﾙに従
い，是正措置が妥当
であることを品証GM
がﾚﾋﾞｭｰし，所長が承
認。 

・ 不適合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと
して社員が閲覧可
能。 

20 
日本原子力発電 
東海・東海第二 
発電所 

ﾄﾗｯｸ積載 
ｺﾞﾑﾏｯﾄからの 
放射能検出 

 
【運転管理情報】 

19.5.28 

・ 管理区域からﾄﾗｯｸを搬出する際の
ｻｰﾍﾞｲにて，架台のﾛｰﾙ状ｺﾞﾑﾏｯﾄに2箇
所の汚染(GM管;約0.9Bq/cm2)を確認。
当該ﾏｯﾄを下ろし，その他の汚染がな
いことを確認した上で，ﾄﾗｯｸを搬出
した。 

・ 肥料に含まれる天然核種が
ﾏｯﾄに付着し，汚染されたﾏｯﾄ
を不用意に管理区域に搬入
したものと考えられる。 

・ ｺﾞﾑﾏｯﾄ入手先の調査を実施し，
汚染経路・核種の特定を行う。 
・ 放射線管理連絡会にて，管理
区域内で不要物を搬入しない，
事前に降ろせない物の措置を周
知する。 

・ 実施済み 
・ 安全管理GMが承認
し，妥当であると評
価した。 

・ 入所時放管教育ﾃｷｽ
ﾄに管理区域内への
不要物持込禁止を明
記し，教育の中で周
知。 

21 三菱原子燃料 

連続焼結炉2号炉自動
窒素切り替え機構の 
ｲﾝﾀｰﾛｯｸ作動 

 
【運転管理情報】 

H18.4.3 

・ 施設定期自主検査を混合ｶﾞｽﾓｰﾄﾞに
て実施後，炉内供給ｶﾞｽを混合ｶﾞｽか
ら水素ｶﾞｽへ切り替えたところ，炉内
圧力が低下し，ｲﾝﾀｰﾛｯｸが作動した。 

・ 施設定期自主検査に係る要
領書に，減圧弁の開度，閉度
等の詳細な作業手順について
記載されていなかった。 

・ 施設定期自主検査作業前に
詳細手順の確認が実施されて
いなかった。 

・ 作業前実施確認に加え，作業
時の手順書の読み合わせを実施
し，記録する。 
・ 定期自主検査手順に，運転中
の焼結炉は100％の条件下で実
施することを記載した要領書を
作成した。 

・ 実施済み 

・ 保安不適合管理ｼｽﾃ
ﾑにより関係者の検討
後，核燃料取扱主任
者の確認，環境安全
部長の承認を得てい
る。 
・ 対策結果を管理総
括者への報告，ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄﾚﾋﾞｭｰにて社長へ
報告した。 

・ 保安不適合管理台
帳に登録し，電子掲
示板で社内従事者が
常時閲覧できる。 

22 三菱原子燃料 

ﾛｰﾀﾘｰｷﾙﾝ※2系下限温度
維持ｲﾝﾀｰﾛｯｸ作動 
(熱電対引き抜き作業 

ﾐｽ) 
 

【運転管理情報】 
 

 ※ ﾛｰﾀﾘｰｷﾙﾝ;傾斜した円
筒形の筒を回転させなが
ら，外側からﾋｰﾀｰ加熱す
る電気炉 

H18.4.21 

・ ﾛｰﾀﾘｰｷﾙﾝ炉心管表面温度と熱電対
挿入位置の温度差測定中，制御用熱
電対を引き抜くべきところを誤って，
ｲﾝﾀｰﾛｯｸ及び記録用の熱電対を引き抜
いてしまったために，検知温度が下
がり，下限温度維持ｲﾝﾀｰﾛｯｸ(設定
値;510℃)が作動した。作業者2名は
当該工程の熟知者であった。 

・ 熱電対にはｿﾞｰﾝ番号とｲﾝﾀｰ
ﾛｯｸ用又は制御用を示す2つの
情報が記載されているが，判
別しにくい表示であった。 

・ 作業指示書にてﾏｯﾌﾟにより
対象熱電対を指定していた
が，識別用固有番号等は記載
されていなかった。 

・ 熱電対を取り外す前の確認
が十分できない作業方法で
あった。 

・ 熱電対を含め測定端子側にｲﾝ
ﾀｰﾛｯｸ用であることを表示し，誤
認を防止する。 
・ 指示書の作成要領に測定端子
固有の識別番号を記載し，誤認
を防止する。 

・ ﾁｪｯｸｼｰﾄを用いて非定常作業を
実施するよう非定常作業計画
書，作業条件指示書に記載する。 

・ ｲﾝﾀｰﾛｯｸ用測定端子
全てにﾀｸﾞを取付け，
H18.6.8標準書を改訂
済み。 

・ 保安不適合管理ｼｽﾃ
ﾑにより関係者の検討
後，核燃料取扱主任
者の確認，環境安全
部長の承認を得てい
る。 
・ 対策結果を管理総
括者への報告，ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄﾚﾋﾞｭｰにて社長へ
報告した。 

・ 保安不適合管理台
帳に登録し，電子掲
示板で社内従事者が
常時閲覧できる。 



【別表2】(6/6) 

事故・故障，運転管理条件の逸脱等の原因分析と再発防止策 

 事業所名 事故・故障等の 
名称 発生日 事 案 原 因 再発防止策 再発防止策の 

進捗状況 
再発防止策の 
検討・評価 情報管理 

23 三菱原子燃料 

加水分解装置1系での
HFｲﾝﾀｰﾛｯｸ作動 

 
【運転管理情報】 

H18.6.23 

・ 加水分解装置1系の蒸発器※1にｾｯﾄ
したUF6ｼﾘﾝﾀﾞより，加水分解装置

※2

側へUF6ｶﾞｽを流したところ，排気ﾀﾞｸ
ﾄのHF検知器が検知し，UF6漏洩拡大防
止ｲﾝﾀｰﾛｯｸが作動した。 

 ※1 蒸発器;六ﾌｯ化ｳﾗﾝ(UF6)を気体状にする
ため，六ﾌｯ化ｳﾗﾝの入った容器を水蒸気で
温める機器 

 ※2 加水分解装置;六ﾌｯ化ｳﾗﾝを水に溶かして，
ｳﾗﾝ水溶液にする装置 

・ ｾｯﾄしていたUF6ｼﾘﾝﾀﾞが回収
ｳﾗﾝであり，充填後長期間が
経過し，ﾌｯ素の発生量が多
かった。 
・ ﾌｯ素ｶﾞｽの一部が加水分解
装置/循環貯槽※で循環液と
反応することなく，循環貯槽
上部で空気中の水蒸気と反
応し，検知出来る量のHFが放
出された。 

 ※ 循環貯槽;ｳﾗﾝ水溶液を貯める貯
槽 

・ 回収ｳﾗﾝｼﾘﾝﾀﾞについては，従
来のフッ素含有実績と同等で安
全上問題がないﾚﾍﾞﾙまでｶﾞｽ供給
速度を低減する。(小径ﾉｽﾞﾙの導
入) 
・ 充填から5年を経過した通常ｳ
ﾗﾝｼﾘﾝﾀﾞについては，ｼﾘﾝﾀﾞ加熱
温度を下げ，加水分解開始時の
ｶﾞｽ供給速度を低減する。 

・ 小径ﾉｽﾞﾙを導入し，
保留回収ｳﾗﾝｼﾘﾝﾀﾞを転
換加工済み。 
・ 受け入れるUF6ｼﾘﾝﾀﾞ
は事前にﾌｯ素生成量を
推定し，検知出来る量
のものはUF6ｶﾞｽ圧低減
により，ｶﾞｽ供給速度
を抑えた。 

・ 保安不適合管理ｼｽﾃ
ﾑにより関係者の検討
後，核燃料取扱主任
者の確認，環境安全
部長の承認を得た。 
・ 対策結果を管理総
括者への報告，ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄﾚﾋﾞｭｰにて社長へ
報告した。 

・ 保安不適後宇管理
台帳に登録し，電子
掲示板で社内従事者
が常時閲覧できる。 

24 三菱原子燃料 

周辺監視区域内 
(保護容器置き場) 

の火災 
 

【事故・故障等】 

H19.3.13 

・ 輸送容器の保護容器解体(ｱｾﾁﾚﾝｶﾞｽ
による溶断)時に，木片を収納してい
るｺﾝﾃﾅ内の発煙を作業者が確認した。 

・ 放水により消火し，公設消防が｢そ
の他火災｣と判断した。 

・ 残火確認は確実に行われて
いたが，木材の継ぎ目の中に
ﾉロ(溶断時に発生する花火状
の溶融物)が入り，時間の経
過とともに火種が熱を発し，
発煙したものと推定。 

・ 溶断解体作業にて発生した木
材は，水を張った容器に翌朝ま
で浸漬させる。 
・ 水槽から出した木材はNFTS担
当者が確認し，ｺﾝﾃﾅに収納する。 
・ 再発防止策を作業要領書へ反
映させる。 

・ 実施済み。 
・ 火気使用に伴う火
災・爆発に対する管理
体制・内容の総点検を
含む予防措置を実施済
み。 

・ 保安不適合管理ｼｽﾃ
ﾑにより関係者の検討
後，核燃料取扱主任
者の確認，環境安全
部長の承認を得た。 
・ 対策結果を管理総
括者への報告，ﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄﾚﾋﾞｭｰにて社長へ
報告した。 

・ 保安不適合管理台
帳に登録し，電子掲示
板で社内従事者が常時
閲覧できる。 

25 原子燃料工業 

加工工場ﾍﾟﾚｯﾄ加工室
Ⅰにおける不適切な 
ｳﾗﾝの取扱い 

 
【事故・故障等】 

H19.2.24 
・ UO2粉末を18kgU充填した粉末缶を核
的制限値15kgU以下の粉末取扱ボック
スNO.2にて分取作業を行った。 

・ 濃縮度4～5％以下のUO2粉末
の充填量が増加されたが，関
係者への周知や作業指示が不
十分であった。 
・ 水密型｢粉末作業ﾎﾞｯｸｽ｣と
非水密型｢粉末取扱ﾎﾞｯｸｽ｣の
が同一作業ｴﾘｱに存在した。 
・ ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ作業時には空の
ﾎﾞｯｸｽに1缶のみ持ち込むだけ
であったため，常に核的制限
値内であると思い込んでい
た。 

・ ｳﾗﾝ取扱に係る変更時のﾁｪｯｸｼ
ｽﾃﾑを見直し，周知方法の改善を
行う。 

・ 粉末取扱ﾎﾞｯｸｽ№2を撤去する。 
・ 人によるﾀﾞﾌﾞﾙﾁｪｯｸに依存して
いる設備について，ｲﾝﾀｰﾛｯｸ機構
を設ける。 

・ ﾁｪｯｸｼｽﾃﾑ見直しの基
準・標準を改訂し，電
子掲示板を設置済み。 
・ 粉末取扱ﾎﾞｯｸｽ№2を
撤去済み。 
・ 粉末作業ﾎﾞｯｸｽ及び
粉末取扱ﾎﾞｯｸｽのｲﾝﾀｰ
ﾛｯｸ機構を設置済み。 

・ 焙焼炉※，投入ﾎﾞｯｸｽ
のｲﾝﾀｰﾛｯｸ機構につい
て設工認認可待ち。 

 ※ 酸化ｳﾗﾝの粉末やﾍﾟﾚｯﾄ
を，焼結に至らない比較的
低温(数百度)で  
大気雰囲気にて加熱処理
する電気炉の一種。 

・ 所内核燃料安全委
員会，保安委員会に
て審議・検討・報告。 

・ 緊急点検ﾁｰﾑを設置
し，事実確認・調査，
発生原因の分析，再
発防止策の立案を
行った。 

・ 加工施設の事故記
録は，環境安全部に
て保管している。 

・ 専用ｻｰﾊﾞｰにて資料
の管理，所長，関係
部長，G長等への情報
共有を行っている。 

26 東京大学 

原子炉の計画外 
自動停止(ｽｸﾗﾑ) 

 
【運転管理情報】 

H19.2.20 

・ 炉室扉(炉室ﾊﾟｰｿﾅﾙ扉※)が開いたこ
とに伴いｽｸﾗﾑ信号が発せられ，原子
炉が自動停止した。 
※ ﾊﾟｰｿﾅﾙ扉;人員出入用の気密扉の呼称で，
他に車輌出入用気密扉も設けられている。 

・ ﾊﾟｰｿﾅﾙ扉から炉室要員が退
出する前に起動操作を開始し
た。 

・ 起動前点検手順の改善徹底 
・ 扉ﾛｯｸ設定状況確認用ｿﾌﾄを導
入する。 
・ 動体ｾﾝｻ※の増設 
 ※ 動体ｾﾝｻ;感知ｴﾘｱ内の人の動きを検
出するｾﾝｻ 

・ 実施済み 
・ 原子炉本部にて改
善策を協議し，再発
防止策を施した。 

・ 事故・ﾄﾗﾌﾞﾙの記録
は担当部門で管理し
ている。 
・ 所内関係者には
e-mail等にて周知徹
底し，ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにて
一般開示も実施して
いる。 

27 日 揮 

BSF装置 
(ﾊﾞｲｵﾏｽ実験装置） 
における火災 

 
【事故・故障等】 

H19.7.23 

・ 第1研究棟ﾊﾟｲﾛｯﾄｴﾘｱにあるBSF装置
※の電気ﾋｰﾀｰの加熱により，構成部品
のｱﾙﾐﾌﾞﾛｯｸが熔融し，下方の電線被
服ﾋﾞﾆﾙに着火した。火災は作業員が
消火器にて消火した。 

 ※ 加工廃材，間伐材，林地残材，ﾀﾞﾑ流木や
建設廃材などの木質系ﾊﾞｲｵﾏｽ原料を熱水処
理して炭化物とし，石炭代替燃料，あるいは
さらにｽﾗﾘｰ化して重油代替燃料を製造する試
験装置 

・ A,B2系統ある装置の電気ﾋｰ
ﾀｰの電源，循環水系統の切り
替えを行わずに通電し，運転
したことから，ﾋｰﾀｰが空焚き
状態となり，加熱によりｱﾙﾐﾌﾞ
ﾛｯｸが熔融した。 

・ 運転指示書の運転準備項目に
ﾋｰﾀｰの切替位置，ﾋｰﾀｰ通電の確
認欄を設ける。 
・ ﾋｰﾀｰ制御盤に通電ﾋｰﾀｰの表示
を追加する。 

・ 運転画面でﾋｰﾀｰ図を表示させ，
通電時には赤表示とする。 
・ 運転画面にてﾋｰﾀｰ温度を監視
するようにする。 
・ ﾋｰﾀｰに循環水が供給されてい
ないときにﾋｰﾀｰｽｲｯﾁが入らない
ようｲﾝﾀｰﾛｯｸ機能を設ける。 

・ 実施済み 
・ 所内安全衛生委員
会で検討し，妥当で
あると評価された。 

・ 所内全体部会で事
故・故障，ﾄﾗﾌﾞﾙを報
告し，周知を図って
いる。 

・ 事故・ﾄﾗﾌﾞﾙ等の情
報は所内ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽに
登録し，所員全員が
閲覧できる。 

 



放射性廃棄物保管管理状況（固体）
    【別表－３】（1/6）

№ 事業所
供用
開始

可燃・
不燃の別

主な収納物 保管管理状況 点検方法
保管量
(本)

保管能力
(本)

立入調査
実施箇所
△；H18
○；H19

減容の取組 備考

保管廃棄
施設Ⅰ

保管廃棄施設L S40 不燃 △

保管廃棄施設M-1 △

保管廃棄施設M-2

・　廃棄物を30㍑の金属容器等に封入,容器への封入が困
　難な廃棄物等は汚染拡大防止措置を施す。
・　上記の廃棄物をﾋﾟｯﾄ式の保管廃棄施設に保管し,施設
　上部を鋼製蓋で覆う。
・　施設の周囲をﾌｪﾝｽで囲い出入口を施錠管理

S61 不燃

・　廃棄物をﾄﾞﾗﾑ缶等の容器に封入,容器への封入が困難
　な廃棄物等は汚染拡大防止措置を施す。(JRR-3の解体
　に伴って発生したｺﾝｸﾘｰﾄ廃棄体は直接保管)
・　上記の廃棄物をﾋﾟｯﾄ式の保管廃棄施設に保管し,施設
　上部を鋼製蓋で覆う。
・　施設の周囲をﾌｪﾝｽで囲い出入口を施錠管理

S55 不燃 約17,824 約18,000 ○

H2 不燃 約22,879 約23,000 ○

第1保管
廃棄施設

H10 不燃
・　廃棄物をﾄﾞﾗﾑ缶等の容器に封入,倉庫式の保管廃棄施
　設に保管
・　建家の出入口を施錠管理

約20,360 約22,000 △

廃棄物貯蔵庫 S57.1 不燃
低ﾚﾍﾞﾙ(A);塩ﾋﾞ,ﾎﾟﾘ製品,ｺﾞﾑ類,
金属類,その他

・　廃棄物缶で保管
・　専用の天井ﾎﾟｰﾄ開閉用ﾊﾝﾄﾞﾙを施錠管理

277 288 ○

可燃
低ﾚﾍﾞﾙ(B);紙,布類,ﾎﾟﾘ製品,塩ﾋﾞ
類,ｺﾞﾑ類,その他

107 575

不燃 低ﾚﾍﾞﾙ(B);金属類,ｺﾝｸﾘｰﾄ,その他 110

可燃 酢ビ類 2

不燃 土砂,ｺﾝｸﾘｰﾄ類,金属類 9,191

S50.4 金属類 843

S50.10 金属類,ﾌｨﾙﾀ類 2,872

可燃 木片類 0

不燃 金属類 0

S52.4 金属類 2,610

S54.10 金属類,ﾌｨﾙﾀ類 2,387

可燃 木片類,酢ﾋﾞ類 2,192

不燃 金属類,ﾌｨﾙﾀ類 12,459

ﾊﾙ貯蔵庫
(R031,R032)
〔湿式ｾﾙ〕

S50.8 不燃 ﾊﾙ,ﾌｨﾙﾀ類

・　施設出入口は施錠管理
・　ｽﾃﾝﾚｽ製約350㍑専用容器で保管(ﾌｨﾙﾀは直接保管)
・　ｾﾙ上部投入口から投棄
・　ｾﾙ内ﾗｲﾆﾝｸﾞ設置,水張り
・　現状,新たな廃棄物の受入れなし

2,884 4,000

予備貯蔵庫
(R030)
〔乾式ｾﾙ〕

S50.8 廃ｼﾞｬｸﾞ 1,086 2,000

汚染機器類貯蔵庫
(R040～R046)
〔乾式ｾﾙ〕

S50.8 廃ｼﾞｬｸﾞ 240 400

・　環境マネジメント
　システムの活動にお
　ける方針の一つに
　「廃棄物の低減」を
　掲げ，各部・センタ
　ーにおいては管理区
　域への物品の持ち込
　みを必要最小限とす
　ること等の手順書へ
　の記載，放射性廃棄
　物等発生量低減化キ
　ャンペーンの実施等
　により放射性廃棄物
　発生量の低減に向け
　た活動展開中

・　焼却できる可燃物
　は焼却減容，不燃物
　のうち一部は切断･圧
　縮処理，収容容器の
　収納効率化に努めて
　いる 　今後5年以内に保

管能力に達する予
定はない。

・　ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ製約20㍑専用容器で保管
・　ｾﾙ上部投入口から投棄
・　ｾﾙ内ﾗｲﾆﾝｸﾞ設置

　保管能力に達し
ないように管理し
ているので,達する
ことはない。

　今後5年以内に保
管能力に達する予
定はない。

・　目視による建家の健全性確認
　(1回/月,1回/年)
・　計器による冷却水の水位,ｾﾙ
　(R003,R004,R031,R032)内温度の確
　認(1回/月)
・　地下浸透水の検査(1回/月)
・　放射線管理状況の確認(1回/月)
・　ITVによるｾﾙ内(R002～R004,R030～
　R032)点検(1ｾﾙ;1回/3年)

○

2
機構東海
ｻｲｸﾙ工学
研究所

高放射性固体
廃棄物貯蔵庫

可燃

環境技術
管理部

ｳﾗﾝ系廃棄物貯蔵施設

第6廃棄物倉庫

第2ｳﾗﾝ系廃棄物貯蔵施設

ｻｲｸﾙ工学
試験部

高ﾚﾍﾞﾙ放射性
物質研究施設

S52.4

30,600

S58.11

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶及びｺﾝﾃﾅ等で保管
・　建家は施錠管理

・　目視による廃棄物容器の外観点検
　(1回/日,1回/週,1回/月,1回/年)
・　目視による建家の健全性確認
　(1回/日,1回/月,1回/年)

25,800

不燃

不燃

約76,350

・　目視による廃棄物容器の外観確認
　 (1回/年)
・　目視による建家の健全性確認
　 (1回/日,1回/月,1回/年)
・　目視による廃棄物容器の外観確認
　（1回/日,1回/月,1回/年）
・　目視による建家の健全性確認
　（1回/日,1回/月,1回/年)

　保管能力が逼迫
してきているが,今
後減容処理棟にお
ける処理を開始す
ることにより解消
する見込み。

廃棄物倉庫
(1),(2)

S57.1
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶及びｺﾝﾃﾅ等で保管
・　施設出入口は施錠管理

・　廃棄物をﾄﾞﾗﾑ缶等の容器に封入,倉庫式の保管廃棄施
　設に保管
・　建家の出入口を施錠管理
・　建家の周囲をﾌｪﾝｽで囲い出入口を施錠管理

・　施設外観の目視確認(1回/週)
・　保管廃棄体の保管状況の目視確認
　(1回/年)

(第1廃棄物処理棟)
・　放射能ﾚﾍﾞﾙの低い
　紙,布等は焼却減容
(減容処理棟)
・　塩化ﾋﾞﾆﾙ等の難燃
　性廃棄物については,
　減容処理棟の焼却･溶
　融設備焼却炉にて焼
　却減容
・　鉄を主体とする金
　属廃棄物については,
　減容処理棟の金属溶
　融炉により溶融減容
・　金属廃棄物,非金属
　廃棄物のうち圧縮可
　能なものは,高圧圧縮
　装置により圧縮減容
・　ｶﾞﾗｽ,ｺﾝｸﾘｰﾄ等の非
　金属廃棄物をﾌﾟﾗｽﾞﾏ
　溶融炉にて溶融減容
　の予定

保管廃棄施設NL

約73,782

保管廃棄施設の名称

・　廃棄物をﾄﾞﾗﾑ缶等の容器に封入,容器への封入が困難
　な廃棄物等は汚染拡大防止措置を施す。
・　上記の廃棄物をﾋﾟｯﾄ式の保管廃棄施設に保管し,施設
　上部を鋼製蓋で覆う。
・　施設の周囲をﾌｪﾝｽで囲い出入口を施錠管理

廃棄物保管棟Ⅰ

保管廃棄
施設Ⅱ

S37 不燃

再処理
技術開発
ｾﾝﾀｰ

H15.7

第2廃棄物倉庫

第3廃棄物倉庫

第4廃棄物倉庫

第5廃棄物倉庫

1
機構東海
原子力科学
研究所

第1保管
廃棄施設

圧縮体,ｾﾒﾝﾄ固化体,直接保管体等

第2保管
廃棄施設

圧縮体,ｾﾒﾝﾄ固化体,ｱｽﾌｧﾙﾄ固化
体,直接保管体等

廃棄物保管棟Ⅱ

解体分別保管棟・保管室

直接保管体



放射性廃棄物保管管理状況（固体）
    【別表－３】（2/6）

№ 事業所
供用
開始

可燃・
不燃の別

主な収納物 保管管理状況 点検方法
保管量
(本)

保管能力
(本)

立入調査
実施箇所
△；H18
○；H19

減容の取組 備考

湿式貯蔵ｾﾙ
(R003,R004)

H2.5 不燃 ﾊﾙ,ﾌｨﾙﾀ類 1,549 2,940

乾式貯蔵ｾﾙ
(R002)

H2.5 不燃 雑固体,ﾌｨﾙﾀ類 731 980

・　施設出入口は施錠管理
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶4本1ﾊﾟﾚｯﾄ,又はｺﾝﾃﾅを3段積み

・　表面線量率2mSv/h以下のﾄﾞﾗﾑ缶を保管

・　表面線量率500μSv/h以下のﾄﾞﾗﾑ缶を保管

・　表面線量率ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾚﾍﾞﾙのﾄﾞﾗﾑ缶を保管

・　施設出入口は施錠管理
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶4本1ﾊﾟﾚｯﾄ,又はｺﾝﾃﾅを3段積み

・　表面線量率2mSv/h以下のｺﾝﾃﾅを保管

・　表面線量率500μSv/h以下のｺﾝﾃﾅを保管

・　表面線量率ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾚﾍﾞﾙのｺﾝﾃﾅを保管

S57.10 不燃 ｱｽﾌｧﾙﾄ固化体,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ固化体
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶4本をフレームに収納し,6段積みで保管
・　貯蔵ｾﾙ扉は施錠

・　ｾﾙ内監視ｶﾒﾗによるﾄﾞﾗﾑ缶の保管状
　態の確認(1回/日)
・　ｾﾙ内監視ｶﾒﾗの作動状況の確認
　(1回/日)
・　ｾﾙ内監視ｶﾒﾗによる貯蔵ｾﾙの健全性
　確認(1ｾﾙ/年;4年/1巡)
・　目視による建家の健全性確認
　(1回/年)
・　放射線管理状況の確認(1回/月)

14,582 15,400 △

貯蔵ｾﾙ(2ｾﾙ)
(R251,R151)

H1.1 不燃 ｱｽﾌｧﾙﾄ固化体,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ固化体 17,197 20,160

貯蔵ｾﾙ(1ｾﾙ)
(R051)

H10.7 可燃 　　　　　　　- 0 10,080

H7.2 不燃 ｶﾞﾗｽ固化体

・　ｽﾃﾝﾚｽ製専用容器で保管
・　保管ｾﾙ,保管ﾋﾟｯﾄ及びその換気系からなる保管設備に
　収納
・　強制空冷により除熱

・　冷却空気中の放射性濃度の確認
　(1回/日)
・　冷却空気風量の確認(1回/日)
・　保管ｾﾙ天井ｺﾝｸﾘｰﾄの温度の確認
　(1回/日)
・　ITVによる保管ﾋﾟｯﾄ,目視による
　建家の健全性確認(1回/年)

247 420

S56.3 4,775 6,000 ○

H11.6 23,607 30,000 ○

・　環境マネジメント
　システムの活動にお
　ける方針の一つに
　「廃棄物の低減」を
　掲げ，各部・センタ
　ーにおいては管理区
　域への物品の持ち込
　みを必要最小限とす
　ること等の手順書へ
　の記載，放射性廃棄
　物等発生量低減化キ
　ャンペーンの実施等
　により放射性廃棄物
　発生量の低減に向け
　た活動展開中

・　焼却できる可燃物
　は焼却減容，不燃物
　のうち一部は切断･圧
　縮処理，収容容器の
　収納効率化に努めて
　いる

2
機構東海
ｻｲｸﾙ工学
研究所

再処理
技術開発
ｾﾝﾀｰ

・　目視による建家の健全性確認
　(1回/月,1回/年)
・　計器による冷却水の水位,ｾﾙ
　(R003,R004,R031,R032)内温度
　の確認(1回/月)
・　地下浸透水の検査(1回/月)
・　放射線管理状況の確認(1回/月)
・　ITVによるｾﾙ内(R002～R004,
　R030～R032)点検
　(1ｾﾙ;1回/3年)

ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設(TVF)
保管ｾﾙ
(R002)

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料
技術開発ｾﾝ
ﾀｰ

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ廃棄物貯蔵施設

可燃・不燃

第二ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ廃棄物貯蔵施設

第二高放射性
固体廃棄物貯
蔵施設

保管廃棄施設の名称

金属,ｺﾝｸﾘｰﾄ等,紙,布等　・貯蔵室(地下1階)

　・貯蔵室(1階)

　・貯蔵室(2階)

S54.6

第二低放射性固体廃棄物貯蔵場

　・貯蔵室(3～5階)

ｱｽﾌｧﾙﾄ固化体貯蔵施設
貯蔵ｾﾙ(4ｾﾙ)
(R051,R052,R151,R152)

第二ｱｽﾌｧﾙﾄ固
化体貯蔵施設

不燃・可燃

△

紙布類,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類,塩ﾋﾞ類,ｺﾞﾑ類,
金属類,ﾌｨﾙﾀ類,その他

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　専用ｺﾝﾃﾅに保管

・　目視による施設の健全性の確認
　(1回/月,1回/年)
・　目視による容器の健全性の確認
　(1回/月,1回/年)
・　目視による容器の保管状態の確認
　(1回/月)

11,274

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶4本をﾊﾟﾚｯﾄに乗せ,3段積みで保管
・　貯蔵ｾﾙ扉は施錠

・　ｾﾙ内監視ｶﾒﾗによるﾄﾞﾗﾑ缶の保管状
　態の確認(1回/日)
・　ｾﾙ内監視ｶﾒﾗの作動状況の確認
　(1回/日)
・　ｾﾙ内監視ｶﾒﾗによる貯蔵ｾﾙの健全性
　確認(1ｾﾙ/年;3年/1巡)
・　目視による建家の健全性確認
　(1回/年)
・　放射線管理状況の確認(1回/月)

・　施設出入口は施錠管理
・　ｽﾃﾝﾚｽ製約350㍑専用容器で保管(ﾌｨﾙﾀは長ﾄﾞﾗﾑ)
・　移送容器にてｾﾙ上部から貯蔵
・　ｾﾙ内ﾗｲﾆﾝｸﾞ設置,水張り

・　目視によるはい付け状況の点検
　(1回/月,1回/年)
・　目視による腐食状況の点検
　(1回/月,1回/年)
・　目視による建家の健全性確認
　(1回/月,1回/年)
・　地下浸透水の検査(1回/月)
・　放射線管理状況の確認(1回/月)

32,121S60.7 不燃・可燃 金属,ｺﾝｸﾘｰﾄ等,紙,布等 34,000 △

△12,500

第一低放射性固体廃棄物貯蔵場

　・貯蔵室(地下1階)

　・貯蔵室(1～2階)

　今後5年以内に保
管能力に達する予
定はない。



放射性廃棄物保管管理状況（固体）
    【別表－３】（3/6）

№ 事業所
供用
開始

可燃・
不燃の別

主な収納物 保管管理状況 点検方法
保管量
(本)

保管能力
(本)

立入調査
実施箇所
△；H18
○；H19

減容の取組 備考

S46 不燃
放射化金属廃棄物
(β,γ固体廃棄物B)

・　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸに保管
・　施設は施錠管理

9,986 19,900 ○
　2040年頃に保管
能力に達する予
定。

S52 不燃 9,306 9,310 △
　1991年に保管能
力に達した。

H1 不燃 6,000 6,000 ○
　2004年に保管能
力に達した。

H14 不燃
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶,角型鋼製容器及びｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸに保管
・　施設は施錠管理

2,206 6,925
　2015年頃に保管
能力に達する予
定。

S51 不燃
α固体廃棄物B(α汚染放射化金属
廃棄物等)

・　ｽﾃﾝﾚｽ鋼製密封容器に保管
・　施設は施錠管理

・　目視点検(1回/日)
・　外観,線量測定(1回/年)
・　貯蔵孔空気ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ(2回/年)

601 660 △
　2012年頃に保管
能力に達する予
定。

S43 不燃 ｲｵﾝ交換樹脂
・　樹脂のみの状態で貯槽に保管
・　漏水検知器(4ヶ所)により年2回点検
・　保管場所は施錠管理

・　巡視点検(1回/日)
・　滞留水の濃度分析(2回/年)

849 849
　1989年に保管能
力に達した。

H2 不燃 ｲｵﾝ交換樹脂
・  冠水状態で貯槽に保管
・　漏水検知器により連続監視
・　保管場所は施錠管理

・　巡視点検(1回/日)
・　負圧,漏洩確認(1回/日)

603 700
　許容能力残：
　約20㎥

可燃
布手袋,ｺﾞﾑ手袋,酢ﾋﾞ,紙類,ﾍﾞﾝｺｯ
ﾄ

43

　現状からすると,
保管能力に達する
のは2025年以降と
推定される。

不燃 防炎ｼｰﾄ,塩ﾋﾞ,第一壁,ﾌｨﾙﾀ類 450

可燃 ・　ﾄﾞﾗﾑ缶保管 0

不燃 ・　ﾄﾞﾗﾑ缶・鉄箱保管 1,265

可燃 ・　ﾄﾞﾗﾑ缶保管 1,958

不燃 ・　ﾄﾞﾗﾑ缶・鉄箱保管 20,717

S42.4 2,553 3,000

S62.8 1,502 2,500

S42.8 315 600

S42.4 138 450

S42.7 0 300 ○

S42.7 0 600 ○

S42.8 0 500 ○

S45.10 849 1,150 ○

S53.5 881 1,000 ○

H3.10 777 1,250 ○

S40 0 2,000

S42 300 1,065

S42 2 200

燃料ｽﾌﾟﾘｯﾀ貯蔵庫〔H〕

低ﾚﾍﾞﾙ(A) ・　ﾊﾞﾝｶ・ﾀﾝｸ保管 ・　外観目視点検(1回/月)

燃料ｽﾌﾟﾘｯﾀ貯蔵庫〔H-2〕

燃料ｽﾌﾟﾘｯﾀ貯蔵庫〔H-3〕

蒸発器廃棄物ﾊﾞﾝｶ

ｽﾗｯｼﾞ貯蔵ﾀﾝｸ

貯蔵孔

・　ﾊﾞﾝｶ・ﾀﾝｸ保管 ・　外観目視点検(1回/月)

黒鉛ｽﾘｰﾌﾞ貯蔵庫〔C-2〕

燃料ｽﾜﾗｰ貯蔵庫

固体廃棄物貯蔵庫

ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ(ｲ)Aﾊﾞﾝｶ

ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ(ｲ)Bﾊﾞﾝｶ

ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ(ﾛ)ﾊﾞﾝｶ

・　可燃物は東海原研
　へ委託焼却処分
・　空調ﾌｨﾙﾀーの交換
　周期の延長
・　廃油となっていた
　真空排気ﾎﾟﾝﾌﾟ潤滑油
　のﾄﾞﾗｲ化

ﾄﾞﾗﾑ貯蔵庫 S42.4

低ﾚﾍﾞﾙ(B) ・　外観目視点検(1回/週)

1,600 △

固体廃棄物貯蔵庫
(東海第二発電所と共用)

S59.2 73,000

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶保管
・　難燃性ﾊﾟﾚｯﾄ上に保管
・　保管室は施錠管理
・　ﾌｨﾙﾀのみﾋﾞﾆｰﾙで梱包,防炎ｼｰﾄ掛で段ﾎﾞｰﾙ箱に保管
・　転倒防止用ﾊﾞﾝﾄﾞで固縛

・　目視点検(1回/週)
・　課室巡視点検(1回/月,3ヶ月)
・　障防法定期自主点検(2回/年)

1,340 △,○4 機構那珂 廃棄物保管棟保管室 H3

・　目視点検(1回/日)
・　外観,線量測定(1回/年)

固体集積保管場Ⅱ
・　化学処理ｽﾗｯｼﾞのｱｽﾌｧﾙﾄ固化
　物(液体廃棄物A)
・　蒸発濃縮液のｾﾒﾝﾄ固化物(液
　体廃棄物A)
・　βγ固体廃棄物A(不燃物)の
　圧縮物
・　βγ固体廃棄物A(可燃物)の
　焼却灰固化物
・　α固体廃棄物Aの圧縮物,ｾﾒﾝ
　ﾄ固化物
・　放射化金属廃棄物等(βγ固
　体廃棄物B)(保管庫Ⅳ)
・　βγ固体廃棄物A(肉厚配管,
　ﾊﾞﾙﾌﾞ類)(保管庫Ⅳ)

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　施設は施錠管理

固体集積保管場Ⅲ

固体集積保管場Ⅳ

α固体貯蔵施設

第3排水貯槽

第3排水貯槽(Ⅱ)

3 機構大洗

廃棄物管理
施設

固体集積保管場Ⅰ

JMTR

保管廃棄施設の名称

5 原電 東海発電所

・　「雑固体減容処理
　設備」運用開始
　(H18.4)し,同設備で
　製作した充填固化体
　は,六ヶ所搬出
・　「ｾﾒﾝﾄ混練固化装
　置」運用開始
　(H17.8)し,現在,東海
　発電所蒸発固化体処
　理予定で装置改造中
・　ｸﾘｱﾗﾝｽ制度に基づ
　く測定を開始
　(H18.10から)

黒鉛ｽﾘｰﾌﾞ貯蔵庫〔C-1〕

低ﾚﾍﾞﾙ(A)

　固体廃棄物貯蔵
庫の保管量は,雑固
体減容処理設備等
での廃棄物の処理
及び日本原燃(株)
六ヶ所低ﾚﾍﾞﾙ放射
性廃棄物埋設ｾﾝﾀｰ
への搬出により,保
管能力を下回るよ
う計画している。

不燃

△,○



放射性廃棄物保管管理状況（固体）
    【別表－３】（4/6）

№ 事業所
供用
開始

可燃・
不燃の別

主な収納物 保管管理状況 点検方法
保管量
(本)

保管能力
(本)

立入調査
実施箇所
△；H18
○；H19

減容の取組 備考

S51.4 540 611

S51.4 527 1,360

S51.4 1,392 1,435

S51.4 62 458

S61.6 ・　外観目視点検(1回/月) 141 246 △

S61.6 928 2,314

S61.6 12 2,022

S61.6 ・　角型容器保管 ・　外観目視点検(1回/月) 1,188 2,352 △

可燃 ・　ﾄﾞﾗﾑ缶保管 ・　外観目視点検(1回/週) 610

不燃 ・　ﾄﾞﾗﾑ缶・角型容器,ﾍﾟｰﾙ缶保管 ・　外観目視点検(1回/週) 2,302

S55.12可燃・不燃 (住友金属鉱山㈱技術ｾﾝﾀｰ廃棄物)

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　解体前廃ﾌｨﾙﾀは段ﾎﾞｰﾙ箱に詰め,ﾎﾟﾘ袋で密閉し,不燃
　ｼｰﾄで覆う
・　保管棟は施錠管理

657 1,500 ○

S58.5 不燃 金属類 87 3,000

H1.10 不燃 焼却灰,金属類 1,237 2,400

H5.12 不燃 ｽﾗｯｼﾞ,難燃物,不燃物(ｺﾝｸﾘｰﾄ等) 3,583 5,200 △

H12.12可燃・不燃 紙,木,布,難燃物 1,053 3,000 ○

H12.12 不燃 金属類 2,107 3,400 △

S47.1 可燃・不燃 紙,布類,ｺﾞﾑ類,金属類 ・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管 95 約350

S50.4 不燃 金属類,汚染機器
・　大型鋼製容器に保管
・　保管倉庫は施錠管理

329 約750 ○

S51.4 不燃 3,369 約3,500 ○

S59.6 不燃 3,483 約3,500

S61.7 不燃・可燃
金属類,焼却灰,ｽﾗｯｼﾞ類,樹脂類,
雑固体,汚染機器,紙,布類

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶又は大型鋼製容器に保管
・　保管倉庫は施錠管理

3,295 約3,500 △

H9.10 可燃・不燃 紙,布類,不燃物類 ・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管 ・　目視点検(1回/週) 1 3 △
　当分の間,保管能
力に達しない。

・　不燃性廃棄物の圧
　縮減容等を実施
　(S59.7～)
・　切断による密充
　填・減容の実施
　(H5年頃)
・　保管廃棄物の仕分
　けによる減容(同上)
※　破砕機による塩ﾋﾞ
　類破砕減容(H20年度
　導入予定)
・　可燃性廃棄物の焼
　却減容(S52.8～)
・　管理区域への物品
　持ち込み制限
・　ﾍﾟｰﾊﾟｰﾀｵﾙの廃止,
　HEPAﾌｨﾙﾀﾌﾗﾝｼﾞの再
　利用など

　2018年頃に保管
能力に達する予定

汚染機材保管倉庫

第1廃棄物倉庫
金属類,焼却灰,ｽﾗｯｼﾞ類,樹脂類,
雑固体

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　保管倉庫は施錠管理

第2廃棄物倉庫

第3廃棄物倉庫

燃料加工試験棟固体廃棄物保管設備

7 三菱原燃

廃棄物一時貯蔵所

・　目視点検(1回/日)

・　目視点検(1回/日)

・　H15年に圧縮減容設
　備を新設し,従来比
　1/2～1/3の減容効果
・　過去の廃棄物につ
　いても,順次,再分別,
　詰替,密 充填,圧縮減
　容処理を実施

　事業活動を実施
しないため,廃棄物
の発生は極微量で
あり,当面保管能力
に達する事はな
い。

第2固体廃棄物保管棟

第3固体廃棄物保管棟

第4固体廃棄物保管棟

第5固体廃棄物保管棟

第1固体廃棄物保管室

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　保管棟は施錠管理

6 JCO

第1固体廃棄物保管棟

減容固化体貯蔵室(A,B)

固体廃棄物貯蔵庫(ﾚｰｻﾞｰ) H17.1 約3,000

東海第二発
電所

使用済樹脂貯蔵ﾀﾝｸ(A)

不燃

低ﾚﾍﾞﾙ(A)

使用済粉末樹脂貯蔵ﾀﾝｸ(A,B)

廃液ｽﾗｯｼﾞ貯蔵ﾀﾝｸ(A,B)

床ﾄﾞﾚﾝｽﾗｯｼﾞ貯蔵ﾀﾝｸ

ｻｲﾄﾊﾞﾝｶ

使用済樹脂貯蔵ﾀﾝｸ(B,C)

ｸﾗｯﾄﾞｽﾗﾘﾀﾝｸ(A,B)

　平成17年1月13日
ﾚｰｻﾞｰ濃縮技術研究
組合より移管され
た数量

5 原電

保管廃棄施設の名称

・　ﾊﾞﾝｶ・ﾀﾝｸ保管

・　ﾀﾝｸ周りのﾘｰｸの有無確認(1回/2週)

・　外観上の損傷及びﾘｰｸの有無確認
　(1回/2週)

○



放射性廃棄物保管管理状況（固体）
    【別表－３】（5/6）

№ 事業所
供用
開始

可燃・
不燃の別

主な収納物 保管管理状況 点検方法
保管量
(本)

保管能力
(本)

立入調査
実施箇所
△；H18
○；H19

減容の取組 備考

S49.7
・　紙ﾊﾞｹﾂ,金属缶,ﾋﾞﾆﾙ梱包物を一時保管
・　施錠管理

・　目視点検(1回/月) 25 74 ○

S49.7
・　金属缶をﾗｯｸに保管
・　施錠管理

・　目視点検(1回/月)
・　TVﾓﾆﾀ併用
・　設備機能検査(1回/年)

80 95 △

S49.7 13 54 ○

S49.7 0 30

S49.7 3 61

H7.10 ｲｵﾝ交換樹脂,金属類 ・　金属缶を一時保管 55 106 ○

H7.10 紙類,ﾋﾞﾆｰﾙ類,金属類 ・　紙ﾊﾞｹﾂ,金属缶,ﾋﾞﾆﾙ梱包物を一時保管 2 106 ○

S49.7 ｲｵﾝ交換樹脂,金属類 ・　金属缶,ﾋﾞﾆﾙ梱包物を一時保管 0 25 ○

H2.9 紙類,ﾋﾞﾆｰﾙ類,金属類
・　金属缶を一時保管
・　施錠管理

14 98 △

S63.1 紙類,ﾋﾞﾆｰﾙ類,金属類
・　紙ﾊﾞｹﾂ,金属缶を一時保管
・　施錠管理

3 10 △

H3.9 ﾋﾞﾆｰﾙ類,金属類
・　金属缶,ﾋﾞﾆﾙ梱包物を一時保管
・　施錠管理

64 500 ○

H15.9 不燃 塩ﾋﾞ,ｺﾞﾑ類,金属類,ｶﾞﾗｽ類 ・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管 14 440 △

可燃 紙,布類,木片,酢ﾋﾞ類 18

不燃 塩ﾋﾞ,ｺﾞﾑ類,金属類,ｶﾞﾗｽ類 21

S54.11
S58.3

可燃・不燃 ﾌｨﾙﾀ,ｽﾗｯｼﾞ類,ｺﾝｸﾘｰﾄ類 3,098 5,000 △

H11.9 可燃・不燃 紙類,金属類 2,826 3,500 ○

可燃
低ﾚﾍﾞﾙ(B);紙ｳｴｽ,酢ビｼｰﾄ,ﾀｲﾍﾞｯｸ
ｽｰﾂ等 388

不燃
低ﾚﾍﾞﾙ(B);金属類,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類,ｺﾞﾑ
類等 407

可燃・不燃
低ﾚﾍﾞﾙ(A);紙類,金属類,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
樹脂等 ・　20㍑容器に溶接封入し遮蔽付容器に収納 ・　目視(1回/月) 15

63
(核燃)

可燃
低ﾚﾍﾞﾙ(B);紙ｳｴｽ,酢ﾋﾞｼｰﾄ,ﾀｲﾍﾞｯｸ
ｽｰﾂ等 229

不燃
低ﾚﾍﾞﾙ(B);金属類,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類,ｺﾞﾑ
類等 555

可燃
低ﾚﾍﾞﾙ(B);紙ｳｴｽ,酢ﾋﾞｼｰﾄ,ｺﾞﾑ手
袋,ﾎﾟﾘﾋﾞﾝ等

不燃
低ﾚﾍﾞﾙ(B);金属類,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類,ｺﾞﾑ
類等

S62.3 可燃・不燃

低ﾚﾍﾞﾙ(A);紙類,金属類,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
樹脂等 ・　20㍑容器に溶接封入

・　水中に保管
・　目視(1回/週) 12 20(核燃)

　10年程度保管後,
順次W棟へ移送。

S50.2 - - - - 0 125 △

S60.4 不燃 ｶﾞﾗｽ類,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類,動物用ｹｰｼﾞ
・　50㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　動物用ｹｰｼﾞはﾋﾞﾆﾙで包み保管

・　目視点検(4回/年)
・　作業時に目視点検(1回/週)

32 175 ○

H2.9 不燃
灰,炭酸ｶﾙｼｳﾑ,ｶﾞﾗｽ類,金属類,ﾌﾟﾗ
ｽﾁｯｸ類

・　50㍑,200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　灰は200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　保管庫は施錠管理

・　目視点検(2回/年)
・　作業時に目視点検(1回/週)

59 250 △

・　RIで汚染された実
　験機具類はRI協会に
　委託廃棄処理
・　RIで汚染された実
　験器具以外は,RI専用
　焼却炉にて減容処理

第3実験棟保管廃棄設備
(液体廃棄物も保管)

第4実験棟保管廃棄設備

燃料ﾎｯﾄﾗﾎﾞ施設(F棟)のﾌﾟｰﾙ

12 第一化学

第2実験棟保管廃棄設備
(液体廃棄物も保管)

1,100
(核燃)

110
(核燃)

　順次H棟,W棟へ移
送。

0

　2019～2021年頃
に保管能力に達す
る見込み

第2保管庫(W棟) H8.11 △
・　圧縮減容し200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に封入,4段積み保管
・　施錠管理

・　目視
・　腐食状況(1回/月)

2,000
(核燃)

・　圧縮減容し200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に封入,4段積み保管
・　施錠管理

・　目視
・　腐食状況(1回/月)

廃棄物倉庫Ⅱ

○

11 NDC

保管庫(H棟)の廃棄物ｴﾘｱ H2.12

ｳﾗﾝ実験施設(U棟)の廃棄物保管室 S49.11 ・　圧縮減容し200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に封入,2段積み保管
・　目視
・　腐食状況(1回/月)

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　保管庫は施錠管理(警報装置付き)

・　TVﾓﾆﾀで監視
・　目視点検(1回/日)

・　可燃物は焼却処分
・　排気系HEPAﾌｨﾙﾀは
　切断減容処分
・　「ﾄﾞﾗﾑ缶減容運営
　ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」推進ﾁｰﾑで,
　廃棄物発生･減容計画
　を立案,進捗を管理

　2018年に保管能
力に達する予定

低ﾚﾍﾞﾙ廃棄物一時保管庫Ⅱ

保障措置分析棟,保管室(1)～(4)

・　目視点検(1回/日)
・　TVﾓﾆﾀで監視

ｳﾗﾝ燃料研究
棟 廃棄物一時保管ｴﾘｱ

可燃・不燃

開発試験棟
廃棄物保管室

H2.12 ・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管

・　廃棄物ｾﾙ収納の固
　体廃棄物は,400ｔﾌﾟﾚ
　ｽ機により圧縮減容を
　実施

廃棄物ｾﾙ

廃棄物一時保管場所

・　紙ﾊﾞｹﾂ,金属缶,ﾋﾞﾆﾙ梱包物を一時保管
・　施錠管理

・　目視点検(1回/月)

倉庫

ﾀﾞｸﾄｽﾍﾟｰｽ

ｽﾗｯｼﾞ処理ｽﾍﾟｰｽの下

固体廃棄物処理ｽﾍﾟｰｽの下

・　目視点検(1回/月)

紙類,ﾋﾞﾆｰﾙ類,金属類

廃棄物倉庫

保管廃棄施設の名称

8 NFD

ﾎｯﾄﾗﾎﾞ施設

廃棄物保管場

可燃・不燃

ﾀﾞｸﾄｽﾍﾟｰｽの下

低ﾚﾍﾞﾙ廃棄物一時保管庫

核管ｾﾝﾀｰ9

・　放射能の減衰,及
　び詰替により減容が
　見込めるものを計画
　的に詰替減容を実施
・　可燃性ｳﾗﾝ汚染
　廃棄物は三菱原燃に
　焼却処理を委託
・　詰替作業によりH16
　年度168本,H17年度
　90本,H18年度105
　本,H19年度55本減容

・　作業工程の使用物
　品見直し
・　不要物品の持ち込
　み禁止

200 ○

10 原燃工



放射性廃棄物保管管理状況（固体）
    【別表－３】（6/6）

№ 事業所
供用
開始

可燃・
不燃の別

主な収納物 保管管理状況 点検方法
保管量
(本)

保管能力
(本)

立入調査
実施箇所
△；H18
○；H19

減容の取組 備考

13 放医研 S62.12可燃・不燃 紙類,布,ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ,塩ﾋﾞ,ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管
・　保管庫は施錠管理

・　目視点検(1回/週) 16 40 △,○

・　現在,RI使用の実験
　は少ないため,できる
　だけ放射性廃棄物の
　排出を抑えている。

　随時,原子力機構
原子力科学研究所
へ運搬しているの
が,機構が引取業務
を停止中

可燃 紙・布 7

不燃 ﾋﾞﾆｰﾙ・金属 1

可燃 紙・布 0

不燃 固体物・金属 0

可燃 紙・布 0

不燃 固体物・金属 0

可燃 紙・布

不燃 固体物・金属

可燃 紙・布

不燃 ﾋﾞﾆｰﾙ・金属・固化物

可燃 紙・布

不燃 ﾋﾞﾆｰﾙ・金属・固化物

可燃 紙・布 33

不燃 ﾋﾞﾆｰﾙ・金属・固化物 27

可燃 紙・布

不燃 固体物・金属

可燃 紙・布

不燃 固体物・金属

可燃 紙・布

不燃 ﾋﾞﾆｰﾙ・金属・固化物

可燃 紙・布

不燃 ﾋﾞﾆｰﾙ・金属・固化物

可燃 紙・布

不燃 ﾋﾞﾆｰﾙ・金属・固化物

紙,布類 4 60

ﾌｨﾙﾀー 9 -

不燃 ｺﾞﾑ,金属,ｶﾞﾗｽ類 3 50

可燃 0

不燃 841

可燃 8

不燃 1,490

可燃 595

不燃 924

廃棄物倉庫(1) S61.1 金属類,ｽﾗｯｼﾞ,紙・布類,ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ 1,024

廃棄物倉庫(2) H1.8 金属類,ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ 1,500

○廃棄物倉庫(3) H7.4 金属類,紙・布類,ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ 2,000

△,○
・　RI協会に定期的に
　委託廃棄

16 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ
・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶又は大型容器に密閉
・　倉庫出入口は施錠管理

・　目視点検(1回/操業日)
・　可燃物は三菱原燃
　に焼却処分を依頼し,
　減容を図っている。

　過去5年間の保管
量の推移から予測
すると,当面は保管
能力に達しない見
込み

△

32 ○
　機構大洗に保管
委託

15 日揮 廃棄物保管室 S59.9
可燃 ・　50㍑ﾄﾞﾗﾑ缶に保管

・　ﾌｨﾙﾀｰは梱包して保管
・　目視点検(1回/日)

S46.12
S47.8

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶又は50㍑ﾍﾟｰﾙ缶に保管
・　貯蔵室は施錠管理

・　線量等巡回点検(1回/週)
・　目視点検(1回/月)

0

ｻｰﾋﾞｽﾙｰﾑ
H3.6
H3.10

0 4

H3.6
H3.10

・　50㍑ﾍﾟｰﾙ缶に一時保管

0 4

H3.6
H3.10

0 1

△

　2034年に保管能
力に達する予定

№1ｹｰﾌﾞ
H3.6
H3.10 ・　20㍑鉄製缶に保管

・　ｹｰﾌﾞ扉はｲﾝﾀｰﾛｯｸ

・　目視点検(1回/月)

0 1 ○

№2ｹｰﾌﾞ

H3.6
H3.10

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶又は50㍑ﾍﾟｰﾙ缶に保管
・　保管室は施錠管理

・　線量等巡回点検(1回/週)
・　目視点検(1回/月)

220

S46.12
S47.8

・　50㍑ﾍﾟｰﾙ缶に一時保管

0 1

№4～6ｾﾙのｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ
S46.12
S47.8

0 4

№5ｾﾙ
S46.12
S47.8

0 0.4

68 ○

・　廃棄物の区分を可
　燃2分割,不燃4分割に
　細分化したことによ
　り,発生本数が従来に
　比して3/4程度に減少
・　廃液は,できれば蒸
　発･気化等の減量後に
　固形化

原子力機構大洗研
究開発ｾﾝﾀｰに保管
委託

0.8

0.8

廃棄物貯蔵室

S46.12
S47.8

・　200㍑ﾄﾞﾗﾑ缶又は50㍑ﾍﾟｰﾙ缶に保管
・　保管室は施錠管理

・　線量等巡回点検(1回/週)
・　目視点検(1回/月)

№1ｾﾙ
S46.12
S47.8

・　20㍑鉄製缶に保管
・　ｾﾙ扉はｲﾝﾀｰﾛｯｸ

・　目視点検(1回/月)

№3ｾﾙ
S46.12
S47.8

廃棄物保管庫

14 東北大

ﾎｯﾄﾗﾎﾞ棟

廃棄物保管室

№1～3ｾﾙのｻｰﾋﾞｽｴﾘｱ

ｱｸﾁﾉｲﾄﾞ元素
実験棟

廃棄物保管室

ｱｲｿﾚｰｼｮﾝﾙｰﾑ

研究棟

保管廃棄施設の名称



【別表4】(1/2) 

施設の保安管理状況 

 事業所名 調査を実施した施設 確認事項 調査結果 

1 
原子力機構 

原子力科学研究所 
過渡臨界実験装置(TRACY) 
燃料試験施設 

[TRACY] 
・ 定期検査に係る「保安規定」，「定期自主検査計画書」，「定期検査要領書」，「点検品質計画書」，「点検要領書」，「体制表」，「工程表」等が
整備されていることを確認 
・ 各種規程類により安全棒分解点検・単体作動試験，核計測点検・校正試験が実施されていることを確認 
[燃料試験施設] 
・ 照射後試験のための燃料棒解体に係る「保安規定」，「本体施設使用手引」，「照射後試験ﾏﾆｭｱﾙ」，「ﾁｪｯｸﾘｽﾄ」，「運転監視点検記録」，「業務日
誌」等が整備されていることを確認 
・ 各種規程類により「解体前燃料棒ﾏｰｷﾝｸﾞ作業」が行われていることを確認 

良 

2 
原子力機構 

核燃料ｻｲｸﾙ工学研究所 
Pu燃料第三開発室実規模MOX試験設備 
再処理施設焼却施設 

[ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ燃料第三開発室実規模MOX試験設備] 
・ 核燃料物質等の使用等に係る「保安規定」｢放射線管理基準」｢基本動作ﾏﾆｭｱﾙ」及び粉末混合試験設備，  成形試験設備(実規模MOX試験設
備)に係る｢安全作業基準」｢ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ及び設備の始業前点検記録」「設備の定期点検記録」，また臨界安全管理として「臨界管理ﾕﾆｯﾄに係る
制限量等の表示」等を整備 
・ 各種規定類に従い，実規模MOX燃料ﾍﾟﾚｯﾄ製造試験(混合-造粒-成型-焼結)がｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内で行なわれていることを確認 
[再処理施設焼却施設] 
・ 焼却作業に係る「保安規定」「運転要領書」「運転指示書」「運転記録」「点検記録」「引継記録」「作業手順書」等が整備されていることを
確認 

良 

３ 
原子力機構 

大洗研究開発ｾﾝﾀｰ 
燃料研究棟(PFRF) 
照射燃料集合体試験施設(FMF) 

[規定類の整備状況] 
・ ｢品質保証計画書｣，｢安全作業要領｣，｢安全作業ﾏﾆｭｱﾙ｣，｢機器点検要領｣，｢承認一覧表｣，｢巡視点検表｣，｢緊急時連絡体制表｣が整備され
ていることを確認 

[燃料研究棟] 
・ 各種規定類により，窒化物の秤量，合金調整，電子線分析が行なわれていることを確認 
[照射燃料集合体試験施設] 
・ 各種規定類により，常陽炉心燃料集合体等の照射後試験，放射線管理用機器の点検作業が行われていることを確認 

良 

4 
原子力機構 

那珂核融合研究所 
JT-60実験棟組立室 

[当該作業に係る規定類の整備状況] 
・ 負ｲｵﾝ源取付作業に係る｢運転･作業要領書｣，｢点検工程｣，｢作業記録｣，｢入室管理表｣，｢緊急連絡体制表｣等が整備されていることを確認 
[作業の状況] 
・ 規定類に従い，負ｲｵﾝ源取付作業が行われていることを確認 
・ 部品等重量物の移動にｸﾚｰﾝを使用し，ｸﾚｰﾝ作業には玉掛け有資格者が従事していることを確認 

良 

5 
日本原子力発電 
東海発電所 
東海第二発電所 

東海第二発電所廃棄物処理建屋，同中央
制御室，東海発電所熱交換器建屋 

[東海発電所熱交換器建屋] 
 ・ 解体撤去工事に係る「廃止措置計画書」｢管理台帳」｢工事工程表」｢工事要領書」｢作業指示書」｢作業票」｢識別管理票」｢日報」｢巡視点
検表」｢緊急時連絡体制表｣等が整備されていることを確認 

 ・ 熱交換器等解体撤去工事が行なわれていることを確認 
[東海第二発電所中央制御室／廃棄物処理建屋] 
 ・ 運転に係る「保安規定」｢運転手順書」｢作業要領書」｢識別管理票」｢改修･放出記録」｢運転日誌」｢運転ﾒﾓ」｢巡視点検表」｢緊急時連絡体
制表」等が整備されていることを確認                                   
・ 中央制御室において，各種規定類に則り，原子炉及び発電設備が運転していることを確認 
・ 廃棄物処理建屋1階において，各種規定類に則り，液体廃棄物処理が行われていることを確認 

良 

6 JCO 
第1管理棟 ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ 
(第4管理棟等撤去工事) 

[当該作業に係る規定類の整備状況] 
・ ｢JCOにおける核燃料物質の使用に係る使用施設等の解体計画｣，｢第4管理棟等設備撤去工事に係る安全管理要領｣等が整備されていること
を確認 

[作業の状況] 
・ 規定類に従い，第1管理棟内にｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽを設置し，その中で第4管理棟等撤去設備の裁断とﾄﾞﾗﾑ缶充填作業が行われていることを確認 

良 

7 三菱原子燃料 
工場棟－転換工程，加工棟－ｶﾞﾄﾞﾘﾆｱ入
りﾍﾟﾚｯﾄ成型工程 

[規定類の整備状況] 
・ ｢作業標準書(運転操作)」，｢定期自主検査要領書」，｢業務標準書」，｢ﾁｪｯｸｼｰﾄ｣等が整備されていることを確認 
[作業状況] 
・ 各工程ともに規定類に従い，作業(転換，ﾍﾟﾚｯﾄ成型工程)が行われていることを確認 

良 

8 東京大学 重照射棟－重ｲｵﾝ加速器室 

[規定類の整備状況] 
・ 上位文書として｢放射線障害予防規程｣，｢放射線発生装置管理規程｣，｢放射性同位元素等取扱管理規程｣が整備されていることを確認 
・ 下位文書として｢運転・点検予定表｣，｢運転記録｣，｢運転日誌｣，｢緊急時対処法｣，｢緊急時連絡系統図｣が整備されていることを確認 
[作業の状況] 
・ 規定類に従い，有資格者がﾀﾝﾃﾞﾄﾛﾝ加速器の材料照射実験(運転)が行われていることを確認 

良 



【別表4】(2/2) 

施設の保安管理状況 

 事業所名 調査を実施した施設 確認事項 調査結果 

9 日本核燃料開発 ﾎｯﾄﾗﾎﾞ施設 

[規定類の整備状況] 
・ 文書管理規定を定め，規定，要領，基準等の図書を階層別に分類・整備されていることを確認 
[作業の実施状況] 
・ ﾎｯﾄﾗﾎﾞ施設，各ｾﾙの圧力を確認するとともに，日常点検記録からﾎｯﾄﾗﾎﾞ施設が規定のとおり運転管理されていることを確認 
・ ﾎｯﾄﾗﾎﾞ施設では，被覆管の切断(切断ｾﾙ)，RI試料の研磨(研磨ｾﾙ)，RI試料の観察(顕微鏡ｾﾙ)，被覆管の強度試験(材料ｾﾙ)等が規定のとおり
行われていることを確認 

良 

10 核物質管理ｾﾝﾀｰ 新分析棟-Pu化学／質量分析室 

[規定類の整備状況] 
・ 上位文書として｢保安規定｣，｢安全管理作業要領｣，「品質保証計画書」が整備されていることを確認 
・ 下位文書として｢作業ﾏﾆｭｱﾙ｣，｢作業終了時点検記録｣，｢日常点検記録｣，｢運転記録｣，｢保守管理記録｣，｢核燃料物質移動管理票｣,｢装置取
扱説明書｣等が整備されていることを確認 

[作業の状況] 
・ 規定類に従い，ｸﾞﾛｰﾌﾞﾎﾞｯｸｽ内でPu分析作業が実施されていることを確認 

良 

11 原子燃料工業 ﾍﾟﾚｯﾄ加工室Ⅰ，Ⅱ，RI 

[規定類の整備状況] 
・ ｢粉末取扱・作業ﾎﾞｯｸｽ管理作業標準｣等が整備されていることを確認 
[作業の実施状況] 
・ 規定類に従い，各ﾎﾞｯｸｽのｲﾝﾀｰﾛｯｸ機構が適切に管理されていることを確認 

良 

12 NDC 燃料・化学実験施設 

[規定類の整備状況] 
・ ｢安全維持規定｣(保安規定相当)，｢核燃料物質取扱規則｣，｢設備管理要領｣等が整備されていることを確認 
・ 排気設備は，日常点検表，月例点検表，年次点検表等を整備し，負圧管理されていることを確認 
[作業の実施状況] 
・ 排気設備の運転状況，室内の負圧管理が規定類に従い行なわれていることを確認 
・ 日常点検記録を確認し，排気設備が規定類に従い運転管理されていることを確認 
・ 当該施設では，燃料ﾍﾟﾚｯﾄの試作試験が規定類に従い実施されていることを確認 

良 

1３ 住友金属鉱山 第３試験棟 

[規定類の整備状況] 
・ 固体廃棄物減容作業に係る｢廃棄物管理規定｣，｢廃棄物管理記録｣，｢廃棄物搬出記録｣，｢ｳﾗﾝ計量管理記録｣または作業に直結して｢使用前点
検表｣，｢作業記録｣等が整備されていることを確認 

[作業の状況] 
・ 規定類に従い，作業員3名により｢固体廃棄物－圧縮減容｣作業が行われていることを確認 

良 

14 
第一化学薬品 
(積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ) 

第4実験棟－動物実験室 

[規定類の整備状況] 
・ ｢放射線障害予防規程｣，｢分析手順書｣，｢機器取扱ﾏﾆｭｱﾙ｣，｢RI廃棄物処理ﾏﾆｭｱﾙ｣等の規定類及び｢廃棄物減量ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ｣，｢退出時最終ﾁｪｯｸ｣
表示盤等が設置されていることを確認 

[作業の状況] 
・ 規定類に従い，RI投与動物実験が行なわれていることを確認 

良 

15 放射線医学総合研究所 運転／作業中施設なし ― － 

16 東北大学 ｱｸﾁﾉｲﾄﾞ元素実験棟－放射線空調管理室 

[規定類の整備状況] 
・ ｢操作及び点検手順書｣(実験室系排気浄化装置，ﾎｯﾄ機械室排気浄化装置，発電機，ﾎﾞｲﾗｰ室棟の運転，点検) を確認 
[作業の状況] 
・ ｢操作及び点検手順書｣に従い運転管理されていることをｱｸﾁﾉｲﾄﾞ元素実験室業務日誌により確認 

良 

17 日揮 換気空調設備ﾌｨﾙﾀｰ室 

[規定類の整備状況] 
・ 換気空調設備は運転ﾏﾆｭｱﾙ(起動前の点検，起動，運転，停止)により運転管理されていることを確認 
[作業の状況] 
・ 規定類に従い，ﾌｨﾙﾀｰ室において適切な圧力(差圧)及び系統風量管理が行なわれていることを確認 

良 

18 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 開発試験室第Ⅰ棟 

[規定類の整備状況] 
・ ｢核燃料物質の使用に係る保安規則｣，｢設備管理要領｣等の規定類が整備されていることを確認 
・ 排気設備について，日常点検表，月例点検表，年次点検表等が整備されていることを確認 
[作業の状況] 
・ 規定類に従い，排気設備の運転状況及び室内の負圧管理が行なわれていることを確認 
・ 日常点検記録より排気設備が規定とおり運転管理されていることを確認 

良 

19 日本照射ｻｰﾋﾞｽ ｺﾊﾞﾙﾄ照射装置 

[規定類の整備状況] 
・ 上位文書として，｢放射線障害予防規程｣，｢防災管理規定｣，｢環境ﾏﾆｭｱﾙ｣，｢品質確保ﾏﾆｭｱﾙ｣等の規定類が設置されていることを確認 
・ 下位文書として｢照射指示書｣，｢運転操作ﾏﾆｭｱﾙ｣，｢日常点検記録｣，｢RI使用/保管記録｣等が整備されていることを確認 
[作業の状況] 
・ 規定類に従い，ｺﾊﾞﾙﾄ照射作業が行われていることを確認 

良 
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廃止措置等に係る原子力施設の管理状況 

 事業所名 施設名 廃止措置区分 
許可区分 

取扱物質 
使用開始後の履歴 管理者 規定類等 現況 

・ VHTRCの臨界実験装置初臨界(S60.5) 
・ VHTRC全運転終了(H11.6) 
・ 解体届提出(H12.3) 
・ 解体工事着手(H12.9) 
・ 解体工事第1段階(原子炉本体等の解体撤去) 終了(H13.3) 

VHTRC管理者 

1 
原子力機構 

原子力科学研究所 
VHTRC 

管理区域解除 
建屋解体 
更地化 

核燃料物質 

・ 法改正に伴う｢VHTRC廃止措置計画｣の認可(H18.11) 臨界技術2課長 

・ 保安規定 
・ VHTRCに係る廃止措置計画 

・ 廃止措置中 
・ 残存施設の維持管
理 

2 
原子力機構 

原子力科学研究所 
ｾﾗﾐｯｸ特研 

管理区域解除 
建屋解体 
更地化 

核燃料物質 
RI 

・ 新型原子炉用燃料の研究開発等ｾﾗﾐｯｸ燃料研究(S35) 
・ 核融合炉用の固体ﾄﾘﾁｳﾑ増殖材料(ｾﾗﾐｯｸ増殖材料)の研究開
発(S51) 
・ 核燃料物質使用廃止許可(H18) 
・ 密封放射性同位元素の使用，貯蔵及び廃棄の廃止(H18) 

材料物性研究室長 
廃止措置課長 ・ 少量核燃料物質使用施設等

保安規則(ｾﾗﾐｯｸ特研の使用
廃止に係る安全性の検討) 

・ 管理区域解除(全
域)の汚染検査実施
中 

・ 初臨界(S35) 
・ 出力10MW利用運転開始(S40) 
・ 炉体改修工事，核燃料濃縮度93％に変更申請(S49) 
・ 中濃縮(45%)円筒型燃料炉心による臨界(S62) 
・ 第1回医療照射(H2) 
・ 運転集結(H8) 
・ 解体届提出，解体工事着工(H9) 
・ 核燃料物質使用廃止(H9) 

JRR-2管理課長 

・ 第1段階終了(H10) 
・ 第2段階終了(H11) 
・ 密封放射性同位元素の使用，貯蔵の廃止(H9) 
・ 第3段階終了(H15) 

JRR-2解体計画課長 
原子炉解体技術課長 

3 
原子力機構 

原子力科学研究所 
JRR-2 

管理区域解除 
建屋解体 
更地化 

核燃料物質 
RI 

・ 廃止措置計画認可(H18) 廃止措置課長 

・ 保安規定(JRR-2原子炉に係
る廃止措置計画) 

・ 廃止措置中 
・ 残存施設の維持管
理 

・ ﾌｯ化物揮発法による燃料再処理の化学研究(S44.12) 
・ Pu廃棄物，Puﾌｯ化物の合成と物性研究(S51.1) 
・ ﾄﾘﾁｳﾑを用いた研究(S56.7) 
・ ﾌｯ化物揮発法の研究終了(S58.8) 

ﾌｯ素化学研究室長 
物理化学研究室長 

・ 放射性同位元素の使用廃止(H12.10) 原子･分子化学研究GL 

4 
原子力機構 

原子力科学研究所 
Pu研究2棟 

管理区域解除 
建屋解体 
更地化 

核燃料物質 
RI 

・ 核燃料物質の使用の廃止許可(H18) 廃止措置課長 

・ 少量核燃料物質使用施設等
保安規則(Pu研究2棟の使用
の廃止に係る安全性の検討) 

・ 管理区域解除(全
域)の汚染検査実施
中 

5 
原子力機構 

核燃料ｻｲｸﾙ工学研究所 
中央廃水処理場 

管理区域解除 
(核燃料物質使用施
設から除外) 

核燃料物質 

・ 中央廃水処理場の設置(S55.5) 
・ 変更許可申請書から削除(H19.8) 
・ 中央廃水処理場の管理区域解除作業開始(H19.10) 

工務課長 
環境保安課長 

・ 核燃料物質使用施設放射線
管理基準 
・ その他の放射線作業届 
・ 作業計画書 

・ 機械室，排水受槽
周辺設備の撤去作
業中 

・ 初臨界(S44.12) DCA担当室長 

・ 原型炉ｳﾗﾝ炉心試験開始(S45.4) 
・ 原型炉Pu炉心試験開始(S47.7) 
・ ATR大型炉のための試験開始(S52.7) 
・ ATR実証炉のための試験開始(S55.6) 
・ 電源開発㈱受託試験開始(S62.12) 

重水臨界実験室長 

・ 炉心改造開始(未臨界度測定試験機能追加) (H5.9) 
・ 未臨界度測定試験開始(H7.7) 
・ 運転終了(H13.9) 
・ 燃料抜き取り(H13.10) 
・ 解体届の届け出(H14.1) 
・ 原子炉の機能停止措置(制御棒･安全棒の撤去･起動用中性
子源の廃棄等)，第1段階終了(H15.3) 
・ 燃料棒分解洗浄設備の解体(H15.12) 
・ RI使用許可の廃止(H16.5) 
・ 重水を施設外へ搬出(H16.7) 

臨界工学試験室長 

6 
原子力機構 

大洗研究開発ｾﾝﾀｰ 
重水臨界実験装置 

(DCA) 

管理区域解除 
建屋解体 
更地化 

核燃料物質 
RI※ 

 

※H16.5で使用

許可を廃止 

・ 廃止措置計画の認可(H18.10) 環境技術課長 

・ 重水臨界実験装置に係る廃
止措置計画 
・ 放射線安全取扱要領 

・ 廃止措置は4段階
に区分し，第2段階
を実施中 
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廃止措置等に係る原子力施設の管理状況 

 事業所名 施設名 廃止措置区分 
許可区分 

取扱物質 
使用開始後の履歴 管理者 規定類等 現況 

・ 営業運転開始(S41.7) 運転課長 

・ 営業運転停止(H10.3) 
・ 燃料取出開始(H10.5) 
・ 燃料取出完了(H13.3) 
・ 解体届出(H13.10) 
・ 廃止措置工事に着手(H13.12) 
・ 使用済燃料冷却池洗浄･排水工事を実施(H14.2～15.4) 
・ ﾀｰﾋﾞﾝ建屋領域機器解体工事を実施(H15.4～16.3) 
・ 原子炉ｻｰﾋﾞｽ建屋領域機器解体工事を実施(H15.4～16.3) 
・ 核燃料取扱建屋領域機器解体工事を実施(H16.11～18.3) 

発電課長 

7 
日本原子力発電 
東海発電所 

原子炉(GCR) 
管理区域解除 
建屋解体 
更地化 

核燃料物質 
RI 

・ 廃止措置計画認可(H18.6) 
・ 熱交換器等解体撤去工事を開始(H18.8～) 
・ 燃料取扱建屋領域機器解体撤去工事を開始(H18.8～) 
・ 燃料取替機等解体撤去工事を開始(H18.8～) 

廃止措置室長 

・ 区域管理手順書 

・ 廃止措置中 
・ 1，2号熱交換器周
辺機器撤去工事を
実施中 

・ 1，2号熱交換器ｶﾞ
ｽﾀﾞｸﾄ撤去用仮設建
屋設置工事を実施
中 

・ 燃料取扱建屋南側
7階破損燃料検出装
置撤去を実施中 
・ 燃料取替機ﾄﾗﾝｽ
ﾎﾟｰﾀ撤去を実施中 

・ 第1廃棄棟№2排気筒に係る気体廃棄設備を設置(S55) 安全管理室長 

8 JCO 
第1管理棟 
3階排風機室 

管理区域解除 
(用途変更) 

核燃料物質 

・ 一般倉庫へ用途変更するため，設備撤去工事を開始(H19.11) 施設管理G長 
放射線安全管理者 

・ 使用施設等の解体計画 
・ 第4管理棟等設備撤去工事
に係る安全管理要領 
・ 第1管理棟排風機室解体に
伴う管理区域解除に係る手
順書 

・ 工事完了(管理区
域解除；H20.1.22) 

・ 再転換事業に伴うｳﾗﾝの試験検査(S55) 品質管理課長 
9 JCO 第4管理棟 

管理区域解除 
(用途変更) 

核燃料物質 ・ 一般倉庫へ用途変更するため，設備撤去工事を開始(H20.1) 施設管理G長 
放射線安全管理者 

・ 使用施設等の解体計画 
・ 第4管理棟等設備撤去工事
に係る安全管理要領 

・ 設備撤去工事中 

10 
第一化学 
(積水ﾒﾃﾞｨｶﾙ) 

第2実験棟 
管理区域解除 
(用途変更) 

RI 
・ 薬物分析実験等に使用(S50.4～H18.7) 薬物分析実験等に
使用 
・ 汚染検査及び配管撤去･汚染ｺﾝｸﾘｰﾄ撤去(H18.8～19.2) 

研究所長 ・ 放射線障害予防規程 
・ 表面汚染測定手順書 
・ RI廃棄物処理手順書 

・ H19.4から居室，
会議室として使用 

 




